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１．はじめに 

我が国の原子力発電所は多重防護の思想に基づき安全設計を行い，厳格な管理のも

とに建設，運転を行ってきており，運転開始当初から高い安全性を確保している。さ

らに当社においては，国内外での種々のトラブルからの教訓を反映するとともに，米

国スリーマイルアイランド原子力発電所２号炉事故以降，電力自主保安の立場からア

クシデントマネジメントに関する検討を積極的に進め，万一設計で想定した範囲を超

える事象に至っても発電所内に現有する設備を有効活用することにより適切な対応

が可能なよう手順書を整備・充実し，教育等を実施してきた。 

一方，原子力安全委員会においては，アクシデントマネジメントに関して我が国の

取るべき考え方について検討が行われ，シビアアクシデントは工学的には現実に起こ

るとは考えられないほど発生の可能性は十分小さいが，原子炉施設の安全性を一層向

上させるため，電気事業者において効果的なアクシデントマネジメントを自主的に整

備することを推奨するとの見解が示された（平成４年５月「発電用軽水型原子炉施設

におけるシビアアクシデント対策としてのアクシデントマネージメントについて」）。

また，同年７月には，通商産業省（当時）から電気事業者に対して，現時点では規制

的措置を要求するものではないとした上で，従来から実施してきている自主的な保安

措置としてアクシデントマネジメントの整備を引き続き進めるよう要請がなされた。 

これらを受け，電気事業者は，原子力発電所運転中における設備の故障等により発

生する異常事象（内的事象）を対象とした確率論的安全評価（以下「ＰＳＡ」という。）

を運転中及び建設中（当時）の全プラントに対して実施した。このＰＳＡから得られ

た知見，及びシビアアクシデント時の事象に関する最新の知見等に基づき，原子力発

電所の安全性を一層向上させることを目的として，更なるアクシデントマネジメント

の整備を行う方針をとりまとめ，平成６年３月に通商産業省（当時）に報告した（平

成６年３月「アクシデントマネジメント検討報告書」）。報告内容については，通商

産業省（当時）において，検討結果がとりまとめられ，原子力安全委員会へ報告され，

平成７年１２月に原子力安全委員会よりアクシデントマネジメント策が妥当なもの

であるとの結論を得ている。 

これらのアクシデントマネジメントについては順次整備を行い，整備した内容につ

いて経済産業省に報告した（平成１４年５月「アクシデントマネジメント整備報告

書」）。 

また，平成９年１０月に原子力安全委員会において，今後新しく設置される原子炉

施設については，詳細設計の段階以降，アクシデントマネジメントの実施方針につい

て検討するとの方針が示されている。 

なお，平成２１年１月には，原子力安全委員会において「アクシデントマネジメン
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ト整備に関する今後の課題」（第３回原子力安全委員会資料第１－２号）として，外

部有識者のご意見がまとめられている。 

本報告書は，これらの国の方針に沿って，平成１７年４月に原子炉設置変更許可を

受け，現在建設中の島根原子力発電所３号炉（以下「島根３号炉」という。）のアク

シデントマネジメント整備についての方針をまとめたものである。 

 



 3 

２．アクシデントマネジメントの実施方針 

我が国の原子力発電所は極めて高い安全性を有し，原子力安全委員会においては，

これまでに実施したＰＳＡの結果からも現実にシビアアクシデントが起きるとは考

えられないほど発生の可能性が十分小さいことが確認されている。また，通商産業省

（当時）からの要請においても，アクシデントマネジメントの整備について規制的措

置を要求していない。 

当社としては，現状で十分な原子力発電所の安全性を念には念を入れてさらに向上

させ，社会のより一層の理解と信頼を得ていくために，アクシデントマネジメントを

整備してきている。 

アクシデントマネジメントは，電気事業者がその技術的知見に基づき実施する自主

的な保安措置である。基本的には，安全設計に含まれる安全余裕や安全設計上想定し

た本来の機能以外にも期待しうる機能を最大限に活用することを第一に考慮して，一

層の安全性の向上を図るものである。 

当社島根原子力発電所１号炉（以下「島根１号炉」という。）及び島根原子力発電

所２号炉（以下「島根２号炉」という。）においては，これまでも，米国スリーマイ

ルアイランド原子力発電所２号炉事故の教訓を反映し，徴候ベースの手順書を開発す

るなどして，設計基準を超えるような種々の設備故障が重なった場合でも，原子炉施

設を安全に停止できる手順を整備し，それに基づいて運転員の教育・訓練を進めてき

た。さらに，シビアアクシデント研究及びＰＳＡの実施等により得られた異常事象の

進展や安全上の特徴に関する知見を踏まえ，安全性の一層の向上を図るため，設備上

の対応策，アクシデントマネジメントの実施体制及び手順書類等を整備し，アクシデ

ントマネジメントに関する教育等を実施してきている。 

島根３号炉についても，島根１号炉及び島根２号炉並びにＢＷＲ先行炉のアクシデ

ントマネジメントの整備実績を踏まえ，アクシデントマネジメント策としては，基本

設計段階で採用したものに加えて，詳細設計を反映したＰＳＡの実施等から得られた

知見に基づき選定し，原子力発電所の安全性を一層向上させることを目的として，ア

クシデントマネジメントの整備を実施していくものとする。 
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３．島根３号炉の安全上の特徴 

島根３号炉は，電気出力 1,373ＭＷ，圧力抑制形鉄筋コンクリート造原子炉格納容

器（以下「ＲＣＣＶ」という。）を持つ改良型沸騰水型軽水炉（ＡＢＷＲ）であり，

平成２３年１２月の運転開始に向けて，現在建設を進めている。主な設備の構成を図

－１に示す。 

島根３号炉には，原子炉の停止に関する系統として制御棒及び制御棒駆動系並びに

ほう酸水注入系等を，炉心の冷却に関する系統として高圧炉心注水系２系統，自動減

圧系，低圧注水系３系統並びに高圧注水が可能で短期間の全交流電源喪失時にも炉心

を冷却できるタービン駆動の原子炉隔離時冷却系（事故時炉心冷却）からなる非常用

炉心冷却系（以下「ＥＣＣＳ」という。），放射性物質の閉じ込めに関する系統とし

て原子炉格納容器（以下「格納容器」という。）本体及び原子炉格納容器スプレイ冷

却系（以下「格納容器スプレイ冷却系」という。）２系統等，さらにこれらの安全機

能をサポートする系統として非常用所内電源系，原子炉補機冷却水系等を備えている。 

このような安全設計に基づく設備等により十分に確保されている安全性を確率論

的に評価すること及び安全性をさらに向上させるアクシデントマネジメント策の検討

のため，安全上の特徴を総合的に把握することを目的として，出力運転時を対象に島

根３号炉のＰＳＡを実施した。 

その結果，島根３号炉の炉心損傷頻度は国際原子力機関（以下「ＩＡＥＡ」という。）

の基本安全原則が示す目標（既設炉に対して 10-4／炉年以下，新設炉に対して 10-5

／炉年以下）を十分に満足することを確認した。さらに，原子炉の停止，炉心の冷却，

放射性物質の閉じ込めといった基本的な安全機能に対して種々の安全設備を多重に

設け，また運転開始後は定期的に検査を行うこと等で，これらの安全機能が高い信頼

性を確保できることが確認され，以下に示すように，炉心及び格納容器の健全性の維

持に関する安全上の特徴についての知見が得られた。 

なお，島根３号炉のＰＳＡの詳細については，別途「島根原子力発電所３号炉の確

率論的安全評価報告書」にまとめている。 

 

３．１ 炉心健全性の維持に関する安全上の特徴 

島根３号炉の炉心健全性の維持に関する安全上の特徴については，ＰＳＡの実施

等を通して次のような知見が得られた。 

過渡事象あるいは原子炉冷却材喪失事故（以下「ＬＯＣＡ」という。）が発生し

た場合，原子炉の停止の観点からスクラム等の原子炉停止機能が要求され，炉心の

冷却の観点からＥＣＣＳ等による注水機能が要求され，放射性物質の閉じ込めの観

点から格納容器スプレイ冷却系等による除熱機能が要求される。外部電源や原子炉
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補機冷却系が喪失した場合，安全機能をサポートする観点から非常用電源への切替

または外部電源や原子炉補機冷却系の復旧が要求される。 

例えば，注水機能のための設備は前述のとおり複数設置されており，ＬＯＣＡ時

にはＥＣＣＳの１系統が注水できれば炉心の冷却を達成できる等，十分な多重性及

び独立性が確保されており，それぞれの異常事象に対して要求される機能は信頼性

の高いものとなっている。このような信頼性の高い機能が喪失しない限り，炉心の

健全性が脅かされることはない。 

ＰＳＡを実施した結果，島根３号炉では炉心健全性の維持に係る機能の強化・信

頼性の向上を意図した設計が既になされているため，炉心の健全性が脅かされる可

能性は十分低いことを確認するとともに，アクシデントマネジメントの検討材料と

して図－２に示すようなシーケンスが明らかになった。 

島根３号炉では，相対的に寄与の大きいシーケンスは電源喪失シーケンスであり，

これに次いで崩壊熱除去失敗シーケンス，ＬＯＣＡ時の注水失敗シーケンス，高圧

炉心注水系及び原子炉隔離時冷却系（事故時炉心冷却）（以下「高圧注水系」とい

う。）による注水失敗と減圧失敗が重畳するシーケンスがある。しかしながら，島

根３号炉の炉心損傷頻度は平均値で 5.1×10-9／炉年と極めて小さい。例えば，Ｂ

ＷＲ５プラントでは，高圧炉心スプレイ系が１系統であるため，本系統の注水失敗

と減圧失敗が重畳するシーケンスが相対的に寄与が大きいシーケンスであったが，

島根３号炉では，高圧注水系を３系統設けているため，本シーケンスの発生頻度は

十分に低減されている。また，代替反応度制御は当初設計より設置することとして

いるため，未臨界確保失敗シーケンスの発生頻度は十分低減されている。 

 

３．２ 格納容器健全性の維持に関する安全上の特徴 

島根３号炉の格納容器健全性の維持に関する安全上の特徴については，シビアア

クシデント研究及びＰＳＡの実施等により次のような知見が得られた。 

シビアアクシデント研究等の知見から，シビアアクシデント環境における格納容

器内で考慮すべき物理現象及び島根３号炉においてこれらの現象を緩和あるいは

防止するために必要な機能をまとめた。 

(１)「水蒸気（崩壊熱）による過圧」は，主に注水された水が崩壊熱により蒸発

して発生する蒸気により圧力がゆっくりと上昇していく現象であり，この他

にデブリ（炉心溶融物）が冷却できていない場合のコンクリート侵食により

発生する非凝縮性ガスの蓄積によるものが含まれる。この現象は，デブリを

確実に冷却し，崩壊熱を適切に除去することにより防止できる。 

(２)「水蒸気爆発」は，高温の物質が大量に水中に落下し，何らかの原因で微細
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化するような場合に，瞬時にデブリの持つ熱エネルギーが機械的エネルギー

に変換する現象である。ＲＣＣＶを持つ島根３号炉では，通常は下部ドライ

ウェル（原子炉圧力容器下部空間）に水が存在せず，また，ほとんどのシー

ケンスで下部ドライウェルに水が蓄積しないことから，この現象が発生する

可能性は小さい。 

(３)「未臨界確保失敗時の過圧」は，大量の蒸気が炉心で発生し，早期に格納容

器の圧力が上昇していく現象である。この現象は，原子炉を停止することに

より防止できる。 

(４)「貫通部過温」は，デブリから発生する崩壊熱により格納容器内部がゆっく

りと加熱される現象である。この現象は，デブリに注水することで崩壊熱を

主に蒸発潜熱として吸収し，あるいは格納容器へのスプレイにより雰囲気を

冷却することで防止できる。 

(５)「格納容器雰囲気直接加熱」は，原子炉圧力容器が高圧状態で破損した場合

に格納容器の雰囲気が直接加熱される現象である。この現象は，原子炉を適

切に減圧することで防止できる。 

(６)「可燃性ガスの高濃度での燃焼」は，燃料被覆管と水の反応，水の放射線分

解等により，主に水素ガスが発生し，高濃度で着火すると格納容器へ大きな

圧力負荷がかかる現象である。島根３号炉では，安全設計においても多量の

可燃性ガスの発生を考慮して窒素ガスで置換することで格納容器を不活性化

するため，酸素濃度が低く維持され，この現象は考慮する必要がない。 

(７)「溶融物接触」は，格納容器内でデブリが広がり，格納容器に接触する現象

である。ＲＣＣＶを持つ島根３号炉では，下部ドライウェル内からデブリが

広がらない形状となっているため，この現象は考慮する必要がない。 

(８)「コア・コンクリート反応継続」は，原子炉圧力容器破損後に，格納容器内

に放出されたデブリが冷却できないと、デブリ・コンクリート相互作用によ

って，コンクリート侵食が継続し，ベースマットが溶融貫通して格納容器破

損に至る場合がある。この現象は，デブリを確実に冷却することにより防止

できる。 

(９)「格納容器隔離失敗」は，炉心が損傷した時点で既に格納容器の隔離に失敗

している現象である。格納容器からの放射性物質の漏えいを防止できないた

め，格納容器の健全性が脅かされるモードとして取り扱う。この現象は，格

納容器を確実に隔離することにより防止できる。 



 7 

ＰＳＡを実施した結果，異常事象が発生しても格納容器の健全性が脅かされる

可能性は十分低いことを確認するとともに，図－３に示すような格納容器健全性の

維持に係る安全性をさらに向上させる上で検討すべきモードが明らかとなった。 

島根３号炉における支配的なモードは，「貫通部過温」であり，これに次いで

「水蒸気（崩壊熱）による過圧」のモードがある。 

したがって，「貫通部過温」を防止するには，格納容器への注水機能に係るア

クシデントマネジメントが有効であり，さらに過温を防止した後に生じる「水蒸気

（崩壊熱）による過圧」を防止するために，格納容器からの除熱機能に係るアクシ

デントマネジメントが有効である。 
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４．アクシデントマネジメント策の検討 

島根３号炉は，基本設計段階において，ＰＳＡの成果やアクシデントマネジメント

の考え方が既に反映されていることによって一層の安全性向上が図られ，現状におい

て十分な安全性が確保されていることから新たにアクシデントマネジメント策の実

施の必要性は小さいものと考えられるが，炉心及び格納容器の健全性を維持するため

の機能をさらに向上させるアクシデントマネジメント策を検討した。検討に当たって

は，シビアアクシデント研究及びＰＳＡの実施等により得られた安全上の特徴に関す

る知見に基づき，安全設計に含まれる安全余裕や安全設計上想定した本来の機能以外

にも期待しうる機能を最大限に活用することを第一に考慮するとともに手順面の整

備も検討した。また，ＰＳＡの前提条件や評価結果に含まれる不確かさも十分に考慮

するとともに，運転員操作等がより確実にできるよう配慮した。その結果を以下に示

す。 

 

４．１ 原子炉停止機能に係るアクシデントマネジメント策 

島根３号炉は，異常時には安全保護系の信号により自動で原子炉緊急停止系を作

動させ，原子炉を停止する設計となっている。しかしながら，万一，原子炉の自動

停止に失敗し，さらに原子炉が隔離されると，大量の蒸気により原子炉及び格納容

器が過圧される。このため，原子炉が自動スクラムしない場合の対応として，以下

の対応を当初設計より盛り込み，手順書化し，教育・訓練を行うこととしている。 

① 運転員が手動でスクラムさせること 

② 水位制御による出力制御とほう酸水の注入を並行して行うこと 

③ 原子炉緊急停止系作動回路とは別に設置した計測制御系により異常（原子炉

圧力高，原子炉水位低）を検知し，原子炉冷却材再循環ポンプトリップ（以

下「ＲＰＴ」という。）及び代替制御棒挿入（以下「ＡＲＩ」という。）を

可能とする策（代替反応度制御）により，自動スクラムのための信号回路が

共通原因で故障しても，原子炉の出力を低下し，格納容器が過圧されること

なく原子炉を未臨界にできるようにすること 

 

４．２ 原子炉及び格納容器への注水機能に係るアクシデントマネジメント策 

島根３号炉は，原子炉への注水が必要となる異常時において，安全保護系の信号

によりＥＣＣＳを自動で起動させ，原子炉へ注水する設計となっている。しかしな

がら，万一，原子炉への注水にすべて失敗した場合，炉心からの崩壊熱除去が不十

分となり，炉心損傷に至る可能性がある。さらに，原子炉圧力容器が高圧に維持さ

れた状態で炉心が損傷し，デブリの貫通により原子炉圧力容器が破損すると，デブ
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リが格納容器中に飛散する過程で微粒子化し，格納容器雰囲気の直接加熱が発生す

る可能性がある。なお，格納容器への注水が必要となる異常時には，運転員が手動

で格納容器スプレイ冷却系を起動し格納容器へ注水するが，これに失敗した場合，

格納容器の温度上昇やデブリの冷却不全が生じる可能性がある。 

このため，ＥＣＣＳが自動起動しない場合の対応として，以下の対応を手順書化

し，教育・訓練を行うこととしている。 

① 運転員が手動でＥＣＣＳを起動させること 

② 原子炉を手動で減圧し，低圧での注水ができるようにすること 

③ 給復水系や制御棒駆動水圧系等を使って炉心を冷却すること 

 

今回，ＰＳＡ等の知見から島根３号炉の系統構成の特徴を踏まえ，原子炉及び格

納容器への注水機能をさらに向上させるものとして，以下のものを選定した。 

① 代替注水手段 

復水補給水系及び消火系を有効活用する観点から，これらの系統から残留熱

除去系を介して原子炉へ注水できるように配管接続し，代替注水設備として利

用できるようにすることで原子炉への注水機能を向上させるものである。また，

同じ代替注水設備により，ドライウェルスプレイ管を介したスプレイや下部ド

ライウェルへの直接注水が行えるよう配管を接続し，発生した蒸気のスプレイ

による凝縮や下部ドライウェルのデブリ冷却といった格納容器への注水機能

を向上させる。 

 

４．３ 格納容器からの除熱機能に係るアクシデントマネジメント策 

島根３号炉は，異常時には復水器により崩壊熱を除去し，復水器が使えない場合

には，残留熱除去系を手動で起動させ，格納容器から除熱することとしている。し

かしながら，万一，格納容器からの除熱に失敗した場合，格納容器の圧力が上昇し，

格納容器が破損する恐れが生じる。また，格納容器破損時には，サプレッションチ

ェンバのプール水が減圧沸騰し，ＥＣＣＳによる再循環ができなくなる可能性があ

る。 

このため，残留熱除去系の起動に失敗し，格納容器の圧力が上昇する場合の対応

として，以下の対応を手順書化し，教育・訓練を行うこととしている。 

① 格納容器スプレイ冷却系を手動起動し，格納容器の圧力上昇を抑制させるこ

と 

② サプレッションチェンバのプール水を通したベントにより格納容器の圧力

の上昇を抑制させること 
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今回，ＰＳＡ等の知見から，島根３号炉の系統構成の特徴を踏まえ，格納容器か

らの除熱機能をさらに向上させるものとして，以下のものを選定した。 

① ドライウェル冷却系，原子炉冷却材浄化系による代替除熱 

残留熱除去系の復旧に充てることのできる時間を長くするため，ドライウェ

ル冷却系等による代替除熱を利用して格納容器から除熱できるようにするこ

と 

② 残留熱除去系の復旧 

格納容器からの除熱機能が要求されるまでの時間余裕を利用して，故障した

残留熱除去系を復旧して格納容器から除熱できるようにすること 

③ 耐圧強化ベント 

耐圧性を強化した格納容器ベントラインを設けることによって，格納容器過

圧防止としての減圧操作の適用範囲を広げ，格納容器から除熱できるようにす

ること 

 

４．４ 安全機能のサポート機能に係るアクシデントマネジメント策 

島根３号炉は，外部電源喪失時には，非常用ディーゼル発電機，直流電源設備に

より安全機能は確保される設計となっている。しかしながら，交流電源が供給され

ない場合の対応として，以下の対応を手順書化し，教育・訓練を行うこととしてい

る。 

① 原子炉隔離時冷却系により炉心を冷却しつつ外部電源を復旧し，非常用ディ

ーゼル発電機を手動起動させることにより電源を供給すること 

 

今回，ＰＳＡ等の知見から，島根３号炉の系統構成の特徴を踏まえ，電源供給能

力をさらに向上させるものとして，以下のものを選定した。 

① 電源の融通 

複数基立地のメリットを活かし，原子炉施設間で動力用の高圧交流電源を融

通すること及び低圧の交流電源を融通して直流電源を容易に復旧できるよう

にし，非常用ディーゼル発電機の起動電源や高圧交流電源を融通する際の遮断

器の駆動電源等として用いるようにすること 

② 非常用ディーゼル発電機の復旧 

すべての交流電源が喪失しても事象の進展は遅く時間的余裕が大きいこと

から，この時間を利用して非常用ディーゼル発電機の故障を復旧し，必要な電

源を供給できるようにすること 
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電源喪失時において，電源が復旧されれば格納容器へのスプレイが可能となり，

格納容器内を冷却できることから，本アクシデントマネジメント策は貫通部過温の

防止にも効果がある。 

 

以上のように島根３号炉で採用したアクシデントマネジメント策を各機能別に分

類し，表－１に示す。 
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５．アクシデントマネジメント策の概要 

島根３号炉の安全上の特徴を考慮し実施したＰＳＡ結果から選定された炉心及び

格納容器の健全性を維持するための機能を，さらに向上させるアクシデントマネジメ

ント策の概要を以下に示す。 

 

５．１ 代替注水手段（図－４） 

(１)概要 

本アクシデントマネジメント策は，低圧注水が可能な設備（復水補給水系，消

火系）を有効活用する観点から，原子炉へ注水できるように配管を接続し，運転

員の判断により代替注水設備を利用することで原子炉への注水機能を向上させ

るものである。また，同じ代替注水設備により，ドライウェルスプレイ管を介し

たスプレイや下部ドライウェルへの直接注水が行えるよう配管を接続し，発生し

た蒸気のスプレイによる凝縮や下部ドライウェルのデブリ冷却といった格納容

器への注水機能を向上させる。なお，消火系は非常用ディーゼル発電機から受電

する電動機駆動のポンプを有するため，外部電源喪失時にも利用できる。 

基本的な操作は，ＥＣＣＳ等による原子炉への注水が十分でなく，原子炉の水

位が低下していくこと，あるいはデブリへの注水，格納容器へのスプレイが十分

でなく，格納容器の温度・圧力が上昇していくことを確認した上で，これらの代

替注水設備を利用して手動で原子炉や下部ドライウェルへの注水，格納容器への

スプレイを行うものである。 

(２)防止・緩和効果 

本アクシデントマネジメント策について，炉心及びデブリの冷却，格納容器内

の蒸気凝縮の観点から有効性を検討した。その結果，復水補給水系及び消火系は，

炉心で発生する崩壊熱を除去するのに十分な容量を有する設備であり，ＥＣＣＳ

等が多重に故障したとしても代替注水設備による注水を開始することで炉心を

冷却できる。また，格納容器スプレイ冷却系が起動しない場合でも，同じ代替注

水設備により，ドライウェルスプレイ管を介したスプレイによる格納容器内の蒸

気凝縮や下部ドライウェルへの注水によるデブリ冷却をすることにより，コンク

リート床の侵食を抑制し，貫通部過温及び崩壊熱で発生する水蒸気による過圧を

防止できる。 

(３)安全機能へ与える影響評価（表－２） 

本アクシデントマネジメント策に係る設備は，残留熱除去系，復水補給水系及

び消火系に接続するため，隔離弁等により安全機能の上位クラスとの機能分離が

なされる範囲までは同じクラスの設計とし，下部ドライウェルへの注水ラインが
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格納容器バウンダリを構成する部分は格納容器バウンダリとしての機能をもた

せた設計とする等，安全設計上期待している安全機能に影響を与えないよう設計

する。 

また，本アクシデントマネジメント策の安全評価への影響を検討した結果，Ｅ

ＣＣＳ等や格納容器スプレイ冷却系の多重故障といった設計基準を超えた状態

を検知して本アクシデントマネジメント策を実施する手順とすること及び本ア

クシデントマネジメント策に係る設備に単一の故障等を想定した場合でも新た

な異常状態は発生しないことから，安全評価に影響を与えない。 

 

５．２ 格納容器からの除熱手段 

(１)概要 

代替除熱は，格納容器からの除熱が可能な設備（ドライウェル冷却系，原子炉

冷却材浄化系）を有効活用し，格納容器からの除熱機能を向上させるものである。 

基本的な操作は，残留熱除去系や格納容器スプレイ冷却系による除熱が十分で

なく，格納容器の温度・圧力が上昇していくことを確認した上で，これらの設備

を利用して手動で格納容器からの除熱を行うものである。 

残留熱除去系の復旧については，格納容器からの除熱ができない事象では，事

象の進展が遅く時間的余裕があることから，この時間を利用して残留熱除去系の

故障を復旧させ，格納容器からの除熱機能を向上させるものである。 

基本的な手順は，残留熱除去系の故障を認知し，故障箇所を同定し，保修要員

が故障箇所の復旧作業に入るものである。 

耐圧強化ベント（図－５）は，格納容器過圧防止としての減圧操作の適用範囲

を広げ，格納容器からの除熱機能を向上させるものである。 

基本的な操作は，残留熱除去系や格納容器スプレイ冷却系による除熱が十分で

なく，さらに上記のアクシデントマネジメント策による事象の緩和ができなかっ

た場合に，格納容器の圧力が最高使用圧力を超えて上昇していくこと等を確認し

た上で，本設備を利用して格納容器からの除熱を行うものである。 

(２)防止・緩和効果 

本アクシデントマネジメント策について，格納容器からの除熱の観点から有効

性を検討した。その結果は以下のとおりである。 

ドライウェル冷却系及び原子炉冷却材浄化系の利用は，原子炉施設の状態に依

存するものの，格納容器スプレイ冷却系等による除熱が十分でない場合でも，格

納容器の過圧を防止し，あるいは残留熱除去系の復旧に充てることのできる時間

を長くする目的で実施するものであり，また格納容器からの除熱を達成しうるも
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のである。 

耐圧強化ベントにより，格納容器スプレイ冷却系等による除熱が十分でない場

合でも，格納容器から蒸気を放出することで格納容器からの除熱ができる。なお，

サプレッションチェンバのプール水を通してベントするため，蒸気中に含まれる

放射性物質を大幅に低減できる。 

(３)安全機能へ与える影響評価（表－２） 

本アクシデントマネジメント策のうち代替除熱手段及び残留熱除去系の復旧

は，手順のみの整備で実施できるため，安全設計上期待している安全機能に影響

を与えない。 

本アクシデントマネジメント策のうち耐圧強化ベントは，不活性ガス系及び非

常用ガス処理系に接続するため，隔離弁等により安全機能の上位クラスとの機能

分離がなされる範囲までは同じクラスの設計とし，格納容器バウンダリを構成す

る部分は格納容器バウンダリとしての機能を持たせた設計とする等，安全設計上

期待している安全機能に影響を与えないよう設計する。 

また，本アクシデントマネジメント策の安全評価への影響を検討した結果，残

留熱除去系の多重故障といった設計基準を超えた状態を検知して実施する手順

とすること及び本アクシデントマネジメント策に係る設備に単一の故障等を想

定した場合でも新たな異常状態は発生しないことから，安全評価に影響を与えな

い。 

 

５．３ 電源供給手段 

(１)概要 

電源の融通（図－６）は，複数基立地のメリットを活かして原子炉施設間で

6.9ｋＶ及び 460Ｖの交流電源を融通する電源供給能力を向上させるものである。

原子炉施設間の 6.9ｋＶの交流電源の融通は，手順を整備するものであり，また

460Ｖの交流電源の融通は，隣接原子炉施設間に 460Ｖのタイラインを設置し，

手順を整備するものである。 

基本的な操作は，当該原子炉施設の電源喪失の状態を認知し，状況に応じて適

切な電源融通策をとるものである。 

非常用ディーゼル発電機の復旧は，全交流電源が喪失しても事象の進展が遅く

時間的余裕があることから，この時間を利用して非常用ディーゼル発電機の故障

を復旧させ，電源供給能力を向上させるものである。 

基本的な手順は，非常用ディーゼル発電機の故障を認知し，故障箇所を同定し，

保修要員が故障箇所の復旧作業に入るものである。 
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(２)防止・緩和効果 

本アクシデントマネジメント策について，電源供給の観点から有効性を検討し

た。その結果は以下のとおりである。 

外部電源が喪失し，原子炉施設内のすべての非常用ディーゼル発電機の起動に

失敗し，かつ直流電源が喪失したとしても，隣接原子炉施設間に 460Ｖのタイラ

インを設置し，遮断器を手動で操作することにより 115Ｖの直流母線までを充電

することができ，非常用ディーゼル発電機の再起動に使用，もしくは隣接原子炉

施設からの 6.9ｋＶの交流電源を融通できるようになることから，必要な機器に

電源を供給できる。また，原子炉隔離時冷却系の継続運転も可能となる。 

(３)安全機能へ与える影響評価（表－２） 

本アクシデントマネジメント策のうち，6.9ｋＶの交流電源の融通及び非常用

ディーゼル発電機の復旧は，手順のみの整備で実施できるため，安全設計上期待

している安全機能に影響を与えない。 

本アクシデントマネジメント策のうち 460Ｖの交流電源の融通は，電源を融通

する側あるいは融通される側双方の原子炉施設の 460 Ｖの交流電源母線間に接

続するが，常時，両側の遮断器を「開」状態として運用する等，安全設計上期待

している安全機能に影響を与えないよう設計する。 

また，本アクシデントマネジメント策の安全評価への影響を検討した結果，非

常用ディーゼル発電機の多重故障といった設計基準を超えた状態を検知して本

アクシデントマネジメント策を実施する手順とすること及び本アクシデントマ

ネジメント策に係る設備に単一の故障等を想定した場合でも新たな異常状態は

発生しないことから，安全評価に影響を与えない。 
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６．アクシデントマネジメントの実施体制の整備 

アクシデントマネジメントの実施が必要な状況においては，プラントパラメータ等

の各種情報の収集，分析，評価を行い，プラント状態を把握し，実施すべきアクシデ

ントマネジメント策を総合的に検討，判断することが必要である。そのためには，ア

クシデントマネジメントを実施する組織を明確化し，その役割分担や意思決定者を明

確にする等，発電所の総力を挙げた対応が可能な実施体制を整える必要がある。 

また，シビアアクシデント時には，適宜，国等発電所外部との連絡を密に取り，情

報交換，助言等が行われることとなる。よって，実施組織には，情報を一元的に把握

し，対応する組織が必要となる。 

さらに，実施組織が有効に活動できるためには，実施組織が使用する施設が用意さ

れるとともに，この施設には手順書類，通信連絡設備の他，プラント状態を把握する

ためのプラントパラメータの表示装置等，必要な資機材が確保されていることが必要

である。 

当社は島根１号炉及び島根２号炉において，これらを踏まえたアクシデントマネジ

メントを確実に実施できる実効的な体制を既に整備している。島根３号炉ではこの実

績を踏まえ，アクシデントマネジメントの実施体制の整備方針を検討した。 

 

６．１ アクシデントマネジメントの実施組織の整備 

アクシデントマネジメントの実施組織は，事象の推移に従って適切な組織体制を

とるという観点から，異常兆候の段階から適切に実施組織に移行できることが必要

である。 

島根３号炉においては，事故・故障または，これらに発展する恐れのある異常兆

候（以下「事故・故障等」という。）が発生した場合，必要に応じ発電所管理事務

所内に対応組織を召集する体制を整える予定であり，この他，原子力事業者防災業

務計画に基づく発電所大の対応組織を今後整備する予定である。アクシデントマネ

ジメントを実施する組織はこれらと整合を図ることに留意して整備する。 

 

６．１．１ アクシデントマネジメントの実施組織 

アクシデントマネジメントの実施が必要な状況においては，プラント状態を把握

し，実施すべき対応操作を総合的に検討，判断することが重要である。このような

状況において，運転員は複雑かつ迅速な対応を求められることが想定されるため，

プラント操作は運転員が行い，また，これとは別に運転員が効果的なアクシデント

マネジメント策を選定できるように技術的支援を実施する組織（以下「支援組織」

という。）を設置し，運転員及び支援組織によりアクシデントマネジメントを実施
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する方針とする。アクシデントマネジメント実施組織（案）を図－７に示す。 

(１)運転員 

中央制御室では，運転員が２４時間の当直体制で運転を行い，また，事故・故

障等が発生した場合においても事態収束のための対応操作を行う。アクシデント

マネジメントについてもこれら対応操作の延長上にあることから，プラント対応

操作は引き続き運転員が行うこととする。 

運転員は，当直長の指揮下でプラント状態の把握，手順書類に基づく操作を実

施するが，支援組織が発足した場合には，当直長は支援組織との連絡を密に行い，

支援組織から指示・指導・助言を受け，対応操作を実施することとする。 

(２)支援組織 

支援組織は異常事態の深刻さに応じて連続的に対処できることが必要であり，

また，技術評価，情報管理，放射線管理等の運転員を支援する機能を持たせる必

要がある。島根３号炉の支援組織はこの点に留意して整備する方針とする。 

原子力事業者防災業務計画に基づく発電所大の対応組織は技術評価，情報管理，

放射線管理等により運転員を支援する機能を有することとしており，支援組織に

はこの一部を充てることとする。なお，原子力事業者防災業務計画に基づく発電

所大の対応組織は，事故・故障等発生時に設置される対応組織を拡張する形で人

員の召集を行うこととしているため，事象の初期段階から連続的に対応すること

が可能である。 

 

６．１．２ 実施組織の役割分担及び意思決定 

事故・故障等発生時において，炉心損傷を防止する段階においてのアクシデント

マネジメント策は，運転員が主体となって実施することとする。運転員は，整備さ

れた手順書類に従って当直長の指揮のもと運転操作を実施し，アクシデントマネジ

メント策を実施するような状況においても同じ体制のもとで引き続き運転操作を

行うこととする。ただし，支援組織が発足した場合は，当直長は支援組織と緊密な

連絡をとりつつ，必要に応じて支援組織の本部長の指示・指導・助言を得て操作方

針を決定し，運転操作を実施することとし，中でも外部に対して操作の影響が大き

いと考えられるものについては，操作前に支援組織と相談して実施するよう手順書

類の中に明記することとする。 

一方，さらに事象が進展して炉心損傷が発生し，その影響を緩和する段階におい

てのアクシデントマネジメント策の実施においては，事象がさらに複雑となり，ま

た，総合的な判断が必要となる。よって，この段階では，既に設置されていると考

えられる支援組織でのアクシデントマネジメント策の総合的な検討や国等発電所
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外部からの助言等に基づき，支援組織の本部長が中央制御室の当直長に対して指示，

指導，助言を行うことにより，当直長の指揮のもと，運転員がアクシデントマネジ

メントの対応操作を行うこととする。 

 

６．１．３ 要員の召集 

事故・故障等が発生した場合には，当直長は必要な措置を講じるとともに，これ

と並行して，予め定める連絡体制に基づき，必要な要員が召集され，中央制御室と

は別に，技術支援等を行う体制をとることとする。さらに，原子力事業者防災業務

計画に定める緊急時体制が発令されるような場合には，同計画に定める連絡体制に

より要員が召集される。この対応組織の一部が支援組織として機能し，アクシデン

トマネジメント実施のための体制を確立する。 

島根１号炉及び島根２号炉と同様に，島根３号炉においても，夜間，休日を含め

た連絡体制を定め，平日夜間及び休日には当番制を運用し，発電所内で待機体制を

とることとする。また，主要な要員には携帯電話を所持させる。さらに，定期的に

連絡訓練を実施し，円滑な要員召集が可能なことを確認することとする。 

 

６．２ 施設，設備等の整備 

６．２．１ 支援組織が使用する施設，資機材の整備 

島根３号炉では支援組織が活動を行う場所として緊急時対策室を発電所管理事

務所内に整備することとしている（島根１号炉及び島根２号炉と共用）。 

緊急時対策室には，プラント状態の把握，技術評価，アクシデントマネジメント

策の検討，線量評価，国等発電所外部への通報連絡等に必要な資機材を整備するこ

ととする。支援組織が使用する設備類の整備内容は次のとおりである。 

（１）通信連絡設備（島根１号炉及び島根２号炉と共用） 

・電話（社内，自治体等への通報連絡用専用回線） 

・ファクシミリ装置（社内，自治体等への通報連絡用専用回線） 

・所内放送設備 

・無線設備 

・社内テレビ会議システム 

・緊急時呼出装置 

（要員の所持する携帯電話等を一斉呼び出しするシステム） 

（２）緊急時プラント情報伝送システム（ＳＰＤＳ）（島根１号炉及び島根２号炉

と共用） 

原子炉圧力，原子炉水位，排気筒モニタ指示値など原子炉の安全に関するパ

ラメータをオンラインで表示し，また，これらのデータを本店，国へ伝送する
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システム。 

（３）データ収集装置（島根１号炉及び島根２号炉と共用） 

モニタリングポストデータ，風向，風速，大気安定度等を表示するシステム。 

（４）情報表示システム（島根１号炉及び島根２号炉と共用） 

大型プロジェクタ等により緊急時対策室における情報の共有化を図るシス

テム。 

（５）緊急時線量予測システム（島根１号炉及び島根２号炉と共用） 

収集した気象情報等に基づき放射線量を評価するシステム。 

（６）手順書類（いずれも仮称） 

各種事故時操作要領書，アクシデントマネジメントガイドライン，復旧手順

ガイドラインなど。 

（７）技術図書類 

配管計装線図，安全保護系ロジック一覧，機器配置図など。 

（８）復旧活動に必要な資機材 

島根１号炉及び島根２号炉では，必要となる交換部品の入手方法としては，

発電所内の同じタイプの機器からの流用や敷地内の予備品の使用を想定して

いる。（必要な工具等を管理区域内工具庫及び倉庫等に準備している。） 

また，放射線障害防護用器具，放射線測定器などの資機材を緊急時対策室の

他，建物内での作業，防護活動に備え管理区域入口に常備している。 

島根３号炉においても島根１号炉及び島根２号炉を参考に整備することと

する。 

 

以上の施設，資機材の整備（案）を表－３に示す。 

 

６．２．２ 計測設備の利用可能性等 

シビアアクシデント時には各種パラメータの計測範囲や計測設備のおかれる環

境が通常時と異なることが想定されるため，アクシデントマネジメント策を選択す

る上で必要となるパラメータについては，計測設備の計測範囲や計測機器の耐環境

性を確認するとともに，必要な計測設備を整備することとする。これらのパラメー

タについては中央制御室において表示される他，安全上特に重要なパラメータにつ

いては支援組織が設置される緊急時対策室にも表示されるようにすることとする。 

また，アクシデントマネジメント策を選択する上で必要なパラメータについては，

万一測定できない場合に備えて，バックアップとなるパラメータや参考となる他の

パラメータを手順書等に記載することとする。 
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なお，緊急時線量予測システムのモデル等の適用性を記した原子力事業者防災業

務計画に基づく手順書を整備し，あらかじめ利用者が把握できるようにすることと

する。 

 

６．３ 通報連絡等 

アクシデントマネジメントを実施するような状況においては，国等発電所外部へ

の情報提供，国からの助言等の情報を受信するなど円滑に情報交換を行うことが重

要である。 

整備に当たっては，これらの情報の管理が一元的に行えるように定めることとす

る。前述のとおり，緊急時対策室には，一般の電話回線の他，国等発電所外部への

連絡用に専用回線を利用した電話及びファクシミリ装置を従来から配備している。 

また，情報，連絡相手等を定めている原子力事業者防災業務計画に基づき，国等

発電所外部へ広く情報提供を行うための体制を整備することとする。 
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７．アクシデントマネジメント用の手順書類の整備 

アクシデントマネジメントの実施が必要な状況下では，運転員がプラントの操作対

応を行い，支援組織は技術評価等の運転員を支援する活動を行うこととなる。 

さらに，事象が進展し，炉心損傷に至るような場合には，運転員は様々な対応操作

を求められるとともに，対応策を決定するための技術評価や故障機器の復旧活動等，

支援組織の役割がより重要となってくる。 

このため，運転員と支援組織では，使用する手順書類もその役割に応じたものが

各々必要となる。当社は，島根１号炉及び島根２号炉においてこれらの役割分担，事

象の進展状況に応じて，アクシデントマネジメントを的確，迅速に実施するため，知

識ベースの整理を含めた手順書類を既に整備している。島根３号炉では，この実績を

踏まえ，アクシデントマネジメント用の手順書類の整備方針について検討した。 

 

７．１ 手順書類の構成 

アクシデントマネジメントに使用する手順書類については，使用者の役割及び事

象の進展状況に応じ，運転員用及び支援組織用にそれぞれ以下に示す手順書類を整

備する。これらの手順書類の構成概要（案）を図－８に示す。 

（１）運転員用手順書（いずれも仮称） 

① 事故時操作要領書（事象ベース） 

② 事故時操作要領書（徴候ベース） 

③ 事故時操作要領書（ＡＭガイドライン）[中央制御室用] 

（２）支援組織用手順書（いずれも仮称） 

① 事故時操作要領書（ＡＭガイドライン）[支援組織用] 

② 復旧手順ガイドライン（ＲＨＲ系及びＤ／Ｇ系） 

 

７．２ 手順書類の概要 

７．２．１ 事故時操作要領書（事象ベース）（ＡＯＰ） 

設計上想定される事象毎のシナリオに従った操作を記載した手順書であり，事

故・故障等が発生した時に，その運転状態からどのような事象が発生したかの判断

が可能な場合に使用するものである。したがって通常，アクシデントマネジメント

用としては使用されないが，全交流電源喪失時の対応手順を記載することとしてい

るため，これに関連する電源融通の手順については本操作要領に実施手順を記載す

る。 
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７．２．２ 事故時操作要領書（徴候ベース）（ＥＯＰ） 

事故の起因事象を問わず観測されるプラントの徴候に応じた操作手順を示した

もので，多重故障等発生確率は極めて低いと考えられる設計想定外の事故・故障等

にも対応可能な手順書である。 

ＥＯＰの目的は，原子炉を未臨界にし，炉心の冷却を確保することにより炉心損

傷を防止し，格納容器の健全性を確保することである。 

この中には，通常の操作では原子炉水位の維持ができないような事象において，

代替注水手段を用いた原子炉水位維持操作を実施する等，観測されるプラントの徴

候から対応操作を選択するためのフローチャート及び選択された操作の手順につ

いて記載する。 

ＥＯＰは，当直長の指揮の下，運転員が主体となって対応する手順書であるが，

支援組織が発足した場合には，当直長は支援組織と緊密な連絡をとりつつ必要に応

じて支援組織の助言，指示，指導を得て操作方針を決定する。 

 

７．２．３ 事故時操作要領書（ＡＭガイドライン）[支援組織用]（ＡＭＧ） 

ＥＯＰで対応する状態からさらに事象が進展し，炉心損傷に至った際に支援組織

で使用するものであり，プラント状態，操作実施の影響等を考慮して，総合的な観

点から事故の進展防止，影響緩和のために実施すべき措置を判断，選択するための

ガイダンスである。 

ＡＭＧでは，炉心損傷直後においては炉心への初期注水を実施する等，プラント

状態に応じたアクシデントマネジメントの実施目的及びそれぞれの目的を達成す

るための一連の対応方法を記載する。 

この中には，炉心損傷の有無や原子炉圧力容器破損の有無等のプラント状態を判

断するため必要となるパラメータ等に関する情報や判断基準，補足情報等を整理し

て記載する。さらに，操作実施によるプラントへの影響を考慮して操作を選択する

ことができるよう，操作を実施することによるプラントの応答，パラメータ変化の

傾向，注意事項等を記載する。 

この他，アクシデントマネジメントはこれまでに蓄積された知見を駆使して臨機

応変に対応操作を行うものであることから，技術検討の補足情報として，計測機器

の設置位置を示す図面等の各種技術データ，判断基準の根拠，現象論として不確定

な事象について得られている知見の内容及びその適用できる範囲等を知識ベース

としてＡＭＧの中にまとめる。これにより，限られた時間の中でプラント状態を把

握し，実施すべきアクシデントマネジメント策について迅速な判断を行うことを可

能にする。 
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７．２．４ 事故時操作要領書（ＡＭガイドライン）[中央制御室用]（ＳＯＰ） 

ＡＭＧを用いてアクシデントマネジメントを実施する際においても，プラント対

応操作は運転員が実施することとするが，事故状況の把握や適切なアクシデントマ

ネジメント策を選択する際の技術評価については支援組織が支援を行うこととす

る。このため，ＡＭＧの記載内容のうち，操作の判断や操作実施に関する重要部分

を抽出し，運転員の手順書としてＳＯＰを整備する。 

ＳＯＰには，迅速な判断ができるよう，アクシデントマネジメントのストラテジ

（操作方針），具体的な操作選択の手順を示すフローチャート形式を採用し，この

他，アクシデントマネジメントに係る設備別操作手順を記載する。 

 

７．２．５ 復旧手順ガイドライン（ＲＨＲ系及びＤ／Ｇ系） 

アクシデントマネジメント策の一環として，特に安全性確保上重要な機能を有し，

故障時にその機能を復旧することが極めて重要と考えられる残留熱除去系及び非

常用ディーゼル発電機について，機能喪失時の復旧に充てることの出来る時間も考

慮した上でそれらの機能の復旧を期待する。この復旧実施のガイドとして復旧手順

ガイドラインを整備する。この手順書は，支援組織が限られた時間と資源の下で効

率良く復旧活動にあたれるよう，現場機器の損傷状況の把握，故障原因の推定及び

故障原因に応じた復旧手順についてのガイドを与える。本手順書では，次のような

手順により復旧活動を実施することとする。 

① 系統，機器の状態から故障箇所及び故障要因を推定する。 

② 本手順書に目安として記載された，各故障要因に対する恒久対策及び応急対

策を実施する際の所要時間と，プラント状態から判断される保修許容時間に

基づいて実施可能な対策を判断し，復旧活動を実施する。 

③ 応急対策も不可能な場合には本手順書に記載された代替対策を実施する。 

④ 交換部品の入手は，敷地内の予備品の使用，発電所内の他の機器からの流用

により行う。 

 

７．３ 手順書間の移行基準 

手順書間の移行基準は，プラント状態，プラントパラメータの値により明確に規

定する必要がある。 

ＥＯＰの導入については，原子炉が自動停止する事象や，格納容器の圧力が異常

に高くなる事象等のプラント状態及び異常徴候判断基準値を導入条件として定め，

ＥＯＰに明記する。 

ＥＯＰからＡＭＧ及びＳＯＰへの移行基準については，炉心損傷開始を条件とし，
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ドライウェル内及びサプレッションチェンバ内の空間領域のγ線線量率から炉心

損傷開始を判断することとする。この判断基準についてはＥＯＰ，ＡＭＧ，ＳＯＰ

のそれぞれに記載し，手順書の移行が円滑に行われるように配慮する。なお，判断

基準の技術的根拠については，ＡＭＧに記載する。 

また，復旧手順ガイドラインについては，炉心損傷の有無によらず，支援組織が

残留熱除去系及び非常用ディーゼル発電機の復旧が必要と判断した時に導入する。 

 

７．４ 手順書類の管理等 

これらの手順書類については，明確に区別した形で中央制御室及び緊急時対策室

に保管することとする。 

これら手順書類については必要に応じて改訂を行う他，更新すべき知見が得られ

た場合には適宜見直しを行うこととする。 
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８．アクシデントマネジメントに関する教育等の実施 

アクシデントマネジメントの実施に当たっては，様々なプラント状態に応じて適切

なアクシデントマネジメント策を選定することが必要であり，そのためにアクシデン

トマネジメントの実施組織の要員があらかじめシビアアクシデント現象に関する幅

広い知識を有していることが必要である。したがって，アクシデントマネジメントの

実施組織における要員の役割に応じて，必要な知識の習得，維持及び向上を図るため

に，アクシデントマネジメントに関する教育等の実施が重要となる。 

島根１号炉及び島根２号炉においては，アクシデントマネジメントに関する教育等

を教育計画の中に組み込み，既に実施している。島根３号炉では，この実績を踏まえ，

アクシデントマネジメントに関する教育を検討した。アクシデントマネジメントに関

する教育方法，頻度及び内容（案）を表－４及び表－５に示す。 

 

８．１ 教育対象者 

アクシデントマネジメントの実施組織である運転員及び支援組織の要員全員を

対象とし，その役割に応じて教育を実施することとする。 

 

８．２ 教育内容及び頻度 

８．２．１ 支援組織要員の教育 

支援組織においては，プラントの状況把握，事象収束のための方策の検討等を実

施することとしており，支援組織の要員はＡＭＧの記載内容の他，シビアアクシデ

ント時のプラント挙動等に関して総合的な知識を有している必要がある。 

このため，支援組織の全要員に対し，アクシデントマネジメントの実施に係る基

礎的知識について机上研修を実施するとともに，技術検討を担当する要員や各班の

責任者等，専門的な知識を有している必要がある要員については，応用的な知識に

ついての研修を実施することとする。 

研修テーマとしては，基礎的知識に関する研修においては，アクシデントマネジ

メントの位置付け，実施内容，使用する設備，シビアアクシデント時に起こりうる

物理現象，プラント挙動等を選定し，教育を行うこととする。応用的知識に関する

研修においては，シビアアクシデント解析の結果等も参照し，より技術的な内容に

踏み込んだ研修を実施することとする。 

これら机上研修は支援組織の全要員が受講することとする他，組織全体の実効性

を総合的に確認するため，アクシデントマネジメントを想定した演習を適宜実施す

る計画とする。 
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８．２．２ 運転員の教育 

運転員は，アクシデントマネジメントの操作対応を行うことから，支援組織の要

員と同様に，アクシデントマネジメントの基礎的知識について机上研修を行うほか，

シミュレータでシミュレーション可能な範囲において，アクシデントマネジメント

対応操作訓練を行う。 

特に，アクシデントマネジメントの際に操作実施の判断を行う当直長，これを補

佐する当直副長，及び当直主任は，机上研修により，基礎的知識に関する研修に加

え応用的知識に関する研修を実施することとする。 

  これらの基礎的知識に関する研修及び応用的知識に関する研修については，年に

１回の割合で実施する計画とする。 

 

８．３ 講師 

講師は，シビアアクシデント及びアクシデントマネジメントについて専門的な知

識を有しているとともに対象者，教育内容に応じて定める必要がある。 

島根１号炉及び島根２号炉では，シビアアクシデント及びアクシデントマネジメ

ントについて専門的な知識を有する社内外の者を講師としている。これまでに実施

した研修においては，プラント製造メーカの専門家や発電所においてプラントの安

全確保業務を担当している技術系社員が講師を務めており，島根３号炉においても

これを参考に定めることとする。 

 

８．４ 教育用ツール 

アクシデントマネジメントの教育をより効果的に実施するための教育用ツール

を整備していくこととする。 

島根１号炉及び島根２号炉では，手順書類の他，シビアアクシデント時に考えら

れる現象及びプラント挙動，アクシデントマネジメント策の内容やＡＭＧの解説等

に係るテキストを教育用ツールとして活用しており，島根３号炉においてもこれを

参考に定めることとする。 

 

８．５ 教育等の維持，改善 

アクシデントマネジメントを有効に機能するためには，常日頃からの教育が不可

欠である。このため，継続的に教育の実施を進めるとともに，より実効的な教育方

法，最新の知見の取り込み等について検討し，適宜見直しを図っていくこととする。 
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９．まとめ 

本報告書は，国の方針に沿って，十分な安全性が確保されている島根３号炉の安全

性を念には念を入れてさらに向上させるために，これまでに実施されたシビアアクシ

デント研究及びＰＳＡ等から得られた成果をもとに安全上の特徴を把握し，アクシデ

ントマネジメントを自主的に整備していくための方針を取りまとめたものである。 

島根３号炉のＰＳＡは，安全性を確率論的に評価するとともに，アクシデントマネ

ジメントの検討のために安全上の特徴を総合的に把握することを目的として実施し

た。 

ＰＳＡの結果，炉心損傷頻度は 10-5／炉年より小さく，ＩＡＥＡの基本安全原則が

示す目標を十分に下回ることを確認した。島根３号炉の安全性は原子炉の停止，炉心

の冷却，放射性物質の閉じ込めといった基本的な安全機能により十分確保され，炉心

が大きく損傷するような事態は現実には想定する必要はないと考えられるが，安全上

の特徴の検討で得られた知見に基づき，安全設計に含まれる安全余裕や安全設計上想

定した本来の機能以外にも期待しうる機能を最大限に活用することを第一に考慮し，

アクシデントマネジメント策を検討するとともに，実施体制，手順書類，教育等の整

備方針を取りまとめたものである。また，アクシデントマネジメント策は，その操作

等が実施可能であること，シビアアクシデントの発生防止，影響緩和の効果があるこ

と，安全機能に影響を与えないことを確認した。 

これらのアクシデントマネジメントの整備を通じて，当社は島根原子力発電所の安

全性を一層向上させるとともに，原子力発電所に携わる者の安全意識の更なる向上が

図られるものと考える。 
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用語の解説 

 

本報告書において用いている用語の定義は，次による。 

 

① シビアアクシデント*,***,**** 

設計基準事象（注）を大幅に超える事象であって，安全設計の評価上想定された手段

では適切な炉心の冷却又は反応度の制御ができない状態であり，その結果，炉心の

重大な損傷に至る事象。シビアアクシデントの重大さは，その損傷の程度や格納施

設の健全性の喪失の程度による。 

(注) 設計基準事象とは，原子炉施設を異常な状態に導く可能性のある事象のうち，

原子炉施設の安全設計とその評価にあたって考慮すべきものとして抽出され

た事象をいう。 

 

② アクシデントマネジメント**,***,**** 

設計基準事象を超え，炉心が大きく損傷するおそれのある事態が万一発生したとし

ても，現在の設計に含まれる安全余裕や安全設計上想定した本来の機能以外にも期

待し得る機能又はそうした事態に備えて新規に設置した機器等を有効に活用するこ

とによって，それがシビアアクシデントに拡大するのを防止するため，若しくはシ

ビアアクシデントに拡大した場合にもその影響を緩和するために採られる措置をい

う。 

 

③ アクシデントマネジメント策**** 

包括的な「アクシデントマネジメント」に対し，あるシビアアクシデント事象に対

応するために対応方針が確定したものを「アクシデントマネジメント策」という。 

 

*   ：原子力安全委員会原子炉安全基準専門部会共通問題懇談会中間報告書 

（平成２年２月１９日共通問題懇談会） 

**  ：発電用軽水型原子炉施設におけるシビアアクシデント対策としてのアクシ

デントマネージメントについて 

（平成４年５月２８日原子力安全委員会了承） 

*** ：アクシデントマネジメントの今後の進め方について 

（平成４年７月通商産業省資源エネルギー庁） 

****：軽水型原子力発電所におけるアクシデントマネジメントの整備について検

討報告書            （平成６年１０月通商産業省資源エネルギー庁） 
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④ 原子力事業者防災業務計画 

原子力災害対策特別措置法第７条第１項の規定に基づき，当該原子力事業所におけ

る原子力災害予防対策，緊急事態応急対策及び原子力災害事後対策その他の原子力

災害の発生及び拡大を防止し，並びに原子力災害の復旧を図るために必要な業務に

関し，原子力事業者が作成する計画。 

 



 

表－１ アクシデントマネジメント策のまとめ 

機 能 
基本設計段階で採用した 

アクシデントマネジメント策 

ＰＳＡ結果等を踏まえ選定した 

アクシデントマネジメント策 

原子炉停止機能 

○手動スクラム 

○水位制御及びほう酸水注入系の手動操作 

○代替反応度制御（ＲＰＴ及びＡＲＩ） 

 

― 

 

原子炉及び格納容器への 

注水機能 

○ＥＣＣＳの手動起動 

○原子炉の手動減圧及び低圧注水操作 

○代替注水手段（給復水系，制御棒駆動水圧系による

原子炉への注水手段） 

○代替注水手段 

・復水補給水系，消火系ポンプによる原子炉及び格

納容器への注水手段 

格納容器からの除熱機能 

○格納容器からの除熱手段 

・格納容器スプレイ冷却系の手動起動 

・不活性ガス系，非常用ガス処理系を用いた 

ベント 

○格納容器からの除熱手段 

・ドライウェル冷却系，原子炉冷却材浄化系を 

利用した代替除熱 

・残留熱除去系の故障機器の復旧 

・耐圧強化ベント 

安全機能のサポート機能 

○電源供給手段 

・外部電源の復旧及び非常用ディーゼル発電機の

手動起動 

 

○電源供給手段 

・電源の融通 

（隣接プラントからの 6.9ｋＶ及び 460Ｖ融通） 

・非常用ディーゼル発電機の故障機器の復旧 

3
0
 



 

表－２ 安全機能への影響確認一覧 
 

設計上配慮すべき項目 

代
替
注
水 

耐
圧
強
化
ベ
ン
ト 

隣
接
原
子
炉
施
設

か
ら
の
電
源
融
通 

対 応 方 法 

1.安全設備の多重性，独立性を

阻害しないこと 
○ ○ ○ 

安全機能を有する設備とアクシデントマネジメントに関する設備との間では，機能的分離，物理的分離がなされ，安全機能

に影響を与えない設計とする。 

2.原子炉冷却材圧力バウンダリ

の耐圧，隔離設計を阻害しな

いこと 

－ － － （該当する設備変更を伴うアクシデントマネジメント策はない） 

3.原子炉格納容器の機能，隔離

設計を阻害しないこと 

○ ○ － 

耐圧強化ベントラインには隔離弁を設け，隔離弁までは原子炉格納容器バウンダリと同一の設計とする。 

また，耐圧強化ベントラインの隔離弁以降にラプチャーディスクを設け，原子炉格納容器内の気体が大気に流出するのを防

止するためのバックアップとする。このため，隔離弁からラプチャーディスクまでを原子炉格納容器バウンダリの最高使用

圧力及び最高使用温度で設計する。 

下部ドライウェル注水ラインには隔離弁を設け，隔離弁までは原子炉格納容器バウンダリと同一の設計とする。 

4.安全機能を阻害しないこと     

(1)安全保護系 － － － （該当する設備変更を伴うアクシデントマネジメント策はない） 

(2)原子炉停止系 － － － 同上 

(3)a.非常用炉心冷却系 
○ － － 

代替注水を行う際に使用する配管のうち，残留熱除去系と復水補給水系の接続部配管には隔離弁を設け，残留熱除去系から

隔離弁までを残留熱除去系と同一の設計とする。 

b.残留熱を除去する系統 ○ － － 同上 

c.原子炉格納容器除熱系 ○ － － 同上 

d.格納容器雰囲気を制御す

る系統 
○ ○ － 

代替注水を行う際に使用する配管のうち，残留熱除去系と復水補給水系の接続部配管には隔離弁を設け，残留熱除去系から

隔離弁までを残留熱除去系と同一の設計とする。 

耐圧強化ベントラインは非常用ガス処理系に接続することから，ラプチャーディスクの上流側と下流側を非常用ガス処理系

のそれぞれ接続する個所と同一の設計とする。 

(4)電源系 ○ ○ ○ 電源の接続部においては遮断器を設置することにより安全機能に影響を与えない設計とする。 

(5)その他 
○ － － 

代替注水を行う際使用する配管のうち，復水補給水系と消火系の接続部配管には隔離弁を設けることにより，相互に影響を

与えない設計とする。 

5．安全評価上影響を及ぼさない

こと ○ ○ ○ 

手動操作により動作する設備は，設計基準事象外の状態を検知して使用する手順とすること及びアクシデントマネジメント

に係る設備に単一の故障等を想定した場合でも新たな異常状態は発生しないことから，安全評価に影響を与えない。また，

電源の融通については電源の復旧操作であるため，安全評価に影響を与えない。 

○：該当する設備変更有り  －：該当する設備無し 

3
1
 



 

 

表－３ ＡＭ施設，設備等の整備（案） 

 

設備・機器及び手順書類 備 考 

１．通信連絡設備  

（１）電話 社内，自治体等への専用回線 

（２）ファクシミリ装置 社内，自治体等への専用回線 

（３）所内放送設備  

（４）無線設備  

（５）社内テレビ会議システム 緊急時対策室，本社支社間で使用 

（６）緊急時呼出装置 要員の所持する携帯電話を一斉呼出 

２．緊急時プラント情報転送システム 

（ＳＰＤＳ） 

 

３．データ収集装置 モニタリングポストデータ，風向， 

風速，大気安定度等 

４．情報表示システム 大型プロジェクタ等 

５．緊急時線量予測システム  

６．手順書類  

（１）事故時操作要領書 ・事象ベース（ＡＯＰ） 

・徴候ベース（ＥＯＰ） 

（２）アクシデントマネジメント操作要領 ・ＡＭガイドライン[中央制御室用] 

（ＳＯＰ） 

・ＡＭガイドライン[支援組織用] 

（ＡＭＧ） 

（３）復旧手順ガイドライン  

（４）その他 ・発電所起動停止操作要領書 

・設備別運転要領書 

・定期試験要領書 

・警報発生時の措置 

７．技術図書類  

（１）配管計装線図  

（２）安全保護系ロジック一覧  

（３）機器配置図  

（４）その他 ・原子炉設置（変更）許可申請書 

・原子炉施設保安規定 

・原子力事業者防災業務計画 

・所内単線結線図 

・緊急技術助言組織用資料 

８．復旧活動に必要な資機材  

（１）必要となる交換部品の入手方法  

（２）放射線障害防護用器具，放射線測定器

等の資機材 

汚染防護服，防護マスク，測定器，線量

計，サーベイメータ等 

（３）その他 ヨウ素剤，担架，除洗用具，車両，消火

設備，モニタリングカー等 
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表－４ アクシデントマネジメントに関する教育方法及び頻度（案） 

教育対象 教育内容 項目 内容 

教育方法 
・自習 

・技術課長，社外講師等による講義 

・技術班以外の各

班の副班長及び

班員 

基礎的知識 

頻度 年１回開催（講義） 

教育方法 
・自習 

・技術課長，社外講師等による講義 

支援組織

要員 
・本部員（各班の 

班長を含む） 

・技術班の副班長

及び班員 

基礎的知識

応用的知識 
頻度 年１回開催（講義） 

教育方法 
・自習 

・技術課長，社外講師等による講義 
・運転士及び補助

運転士 
基礎的知識 

頻度 年１回開催（講義） 

教育方法 
・自習 

・技術課長，社外講師等による講義 

運転員 
・当直長 

・当直副長 

・当直主任 

基礎的知識

応用的知識 
頻度 年１回開催（講義） 

 

表－５ アクシデントマネジメントに関する教育内容（案） 

対象者 内 容 

支援組織：技術班以外の各班の副

班長及び班員 

運転員 ：運転士及び補助運転士 

基礎的知識 

・ＡＭの概要 

・シビアアクシデントの概要 

・代表的な事故事象シナリオ 

・ＡＭ設備の種類とその設備概要 

・事故時操作要領書（ｱｸｼﾃﾞﾝﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ（ＡＭＧ）） 

の概要 

基礎的知識 

・ＡＭの概要 

・シビアアクシデントの概要 

・代表的な事故事象シナリオ 

・ＡＭ設備の種類とその設備概要 

・事故時操作要領書（ｱｸｼﾃﾞﾝﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ（ＡＭＧ）） 

の概要 

支援組織：本部員（各班の班長を含

む），技術班の副班長

及び班員 

運転員 ：当直長，当直副長及び  

当直主任 

応用知識 

・ＡＭＧにおけるフロー・ガイド等 

・代表的な事故事象時のプラント挙動 

・不確実な現象（金属－水反応等）の概要 

・不確実な現象の確認方法及び対応操作等 

 
（注）教育方法，内容及び頻度に関しては適宜見直しを図っていく予定。 
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図-1 島根原子力発電所３号炉の設備構成の概要 
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図－３ 格納容器の健全性に関するＰＳＡ結果 

図－２ 炉心の健全性に関するＰＳＡ結果 
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 注 1：   はアクシデントマネジメント策に係る 
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 注 2：弁の開閉状態は，通常運転状態を示す。 
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図－４ 代替注水設備（概念図） 



 

3
7

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
下部ドライウェル 

排気筒 

原子炉棟・タービン建物換気空調系 

非常用ガス処理系 

 

ラプチャー 

ディスク 

MO MO 

AO 

AO 

MO 

AO 

非常用ガス  不活性ガス系 
処理系 

 

不
活
性
 

ガ
ス
系
 

不
活
性
 

ガ
ス
系
 

 注 1：   はアクシデントマネジメント策に係る工事 

    範囲を示す。 
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図－６ 電源の融通（概念図） 
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図－８ アクシデントマネジメント関連手順書類の構成概要（案） 
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１．概要 

原子力発電所の安全性を定量的に評価するための確率論的安全評価（以下「ＰＳＡ」

という。）は，原子力発電所で発生する可能性がある異常事象を想定し，その後の事象

進展の確率を設備構成や故障率等をもとに推定，評価するものである。 

ＰＳＡを通して，原子力発電所の安全を確保するための設備機能や運転管理の特徴を

定量的に把握することは，現状の高い安全性をなお一層向上させる上で有用な役割を果

たすものである。 

島根原子力発電所３号炉（以下「島根３号炉」という。）においては，安全性を確率

的に評価し安全上の特徴を総合的に把握するとともに，アクシデントマネジメント策の

効果を確認することを目的としてＰＳＡを実施した。 

ＰＳＡの結果，アクシデントマネジメント策を整備しない場合の炉心損傷頻度は平均

値で 5.1×10-9／炉年，格納容器破損頻度は 4.3×10-9／炉年であった。 

また，今回選定したアクシデントマネジメント策を整備した場合の炉心損傷頻度は平

均値で 1.2×10-9／炉年であり，国際原子力機関（以下「ＩＡＥＡ」という。）の基本安

全原則が示す目標（既設炉に対して 10-4／炉年以下，新設炉に対して 10-5／炉年以下）に

対して，これを十分に下回るものであることを確認した。また，格納容器破損頻度は 1.1

×10-10／炉年であり，アクシデントマネジメント策の整備により炉心損傷頻度は約３割

に，格納容器破損頻度は約１割に低減され，島根３号炉の安全性をより一層高めるため

にアクシデントマネジメント策の整備が有効であることを確認した。 
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２．島根原子力発電所３号炉の構成，特性 

島根３号炉は，電気出力 1,373 ＭＷ，圧力抑制形鉄筋コンクリート造原子炉格納容器

（以下「ＲＣＣＶ」という。）を持つ改良型沸騰水型軽水炉（ＡＢＷＲ）である（図－

１）。 

島根３号炉のＰＳＡに関連する主要な系統・設備を以下に示す。 

 

２．１ 原子炉の停止に関する系統 

通常運転時は，原子炉再循環流量制御系とあいまって，制御棒及び制御棒駆動系か

らなる反応度制御系により，原子炉の出力の調整を行う。原子炉の起動時・停止時に

も，反応度制御系を利用する。異常時にあっては，以下の系統により原子炉を停止す

る。 

(１)原子炉緊急停止系 

原子炉水位低（Ｌ３）等の安全保護系の信号により異常を検知して，急速かつ自

動的に制御棒を炉心に挿入し，原子炉を停止させる。安全保護系による停止に失敗

した場合は別の信号系を有する代替制御棒挿入系によって自動的に原子炉を停止さ

せる。 

(２)ほう酸水注入系 

手動でポンプを起動し，ほう酸水を原子炉へ注入することにより，炉心に負の反

応度を与え，原子炉を停止させる。 

 

２．２ 炉心の冷却に関する系統 

通常運転時は，復水・給水系より原子炉へ冷却材を給水し，炉心で発生する蒸気を原

子炉から主蒸気系を通して取り出し，タービン発電機を駆動する。タービンを出た低

圧の蒸気は復水器にて凝縮され，再び復水・給水系へ冷却材を供給する。なお原子炉

停止時には，残留熱除去系により原子炉の残留熱を除去する。 

また，復水器が使えない異常時にあっては，以下の系統により原子炉を冷却する。 

(１)高圧炉心注水系 

高圧炉心注水系は，原子炉水位低（Ｌ１．５）又はドライウェル圧力高の信号で

自動起動し，復水貯蔵タンク水（第１水源）又はサプレッションチェンバのプール

水（第２水源）を炉心上部に設けられたスパージャのノズルから燃料集合体上に注

水して炉心を冷却する。島根３号炉では，高圧炉心注水系を２系統設けている。 

(２)低圧注水系 

低圧注水系は，原子炉水位低（Ｌ１）又はドライウェル圧力高の信号で自動起動

し，サプレッションチェンバのプール水を原子炉へ注水して炉心を冷却する。島根

３号炉では，低圧注水系を３系統設けている。 
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(３)自動減圧系 

自動減圧系は，主蒸気系の逃がし安全弁１６個のうち７個からなり，低圧注水系，

高圧炉心注水系及び原子炉隔離時冷却系と連携して炉心を冷却する機能を持つ。本

系統は，原子炉水位低（Ｌ１）及びドライウェル圧力高の両信号を受けて作動し，

原子炉圧力を低下させる。 

(４)原子炉隔離時冷却系 

原子炉隔離時冷却系は，復水・給水系からの給水喪失時に原子炉水位の異常低下

を防止するため，原子炉水位低（Ｌ２）により自動起動し，原子炉の水位を維持す

る（原子炉冷却材補給）。また，原子炉冷却材喪失事故（以下「ＬＯＣＡ」という。）

時には原子炉水位低（Ｌ１.５）又はドライウェル圧力高により自動起動し，原子炉

の冷却を行う（事故時炉心冷却）。本系統は，注水ポンプの動力源として，原子炉

で生じる蒸気を使った蒸気タービンを用い，制御用電源は蓄電池を用いており，発

電所内の全ての交流電源が喪失しても原子炉の冷却を達成できる。 

(５)残留熱除去系 

残留熱除去系は，ポンプ３台，熱交換器３台からなり，原子炉停止後の崩壊熱を，

原子炉から除去する。また，本系統は，弁の切り替えにより，低圧注水系，原子炉

格納容器スプレイ冷却系（以下「格納容器スプレイ冷却系」という。）としても使

用できる。 

 

２．３ 放射性物質の閉じ込めに関する系統 

通常運転時は，原子炉格納容器（以下「格納容器」という。）内雰囲気は窒素置換さ

れるとともにドライウェル冷却系により循環冷却される。異常時にあっては，以下の

系統により格納容器の機能を維持する。 

(１)格納容器 

島根３号炉の格納容器は，ＲＣＣＶである。格納容器は円筒形状をしたドライウ

ェルと円筒状のサプレッションチェンバに区分されている。ドライウェルとサプレ

ッションチェンバの液相部は，１０本のベント管により連通されており，ＬＯＣＡ

時に原子炉から放出される蒸気はこのベント管を通ってサプレッションチェンバの

プール水に導かれて凝縮される。 

格納容器内雰囲気は，通常運転時，窒素置換されており，大量の水素ガスが発生

したとしても可燃限界に至らない。 

(２)格納容器スプレイ冷却系 

本系統は，サプレッションチェンバのプール水をドライウェル及びサプレッショ

ンチェンバ内にスプレイすることによって，事故時に格納容器内に浮遊しているよ

う素を除去するとともに，格納容器内の温度，圧力を低減し，格納容器内の放射性
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物質が漏洩するのを抑制する。 

 

２．４ 安全機能のサポート機能に関する系統 

通常運転時及び原子炉停止時の補機冷却は，原子炉補機冷却水系及び原子炉補機冷

却海水系により原子炉建物内の補機を冷却する。また，電源は，通常運転時は発電機

から所内変圧器を通して供給し，原子炉停止時は主回線から所内変圧器を介して受電

する。 

異常時にあっては，以下の系統により補機を冷却し，電源を供給する。 

(１)補機冷却系 

高圧炉心注水系，残留熱除去系及び非常用ディーゼル発電機は，原子炉補機冷却

水系で冷却され，原子炉補機冷却水系は，原子炉補機冷却海水系で冷却される。 

(２)電源系 

発電機トリップ等により所内常用電源が失われると，常用母線への給電は自動的

に所内変圧器経由から補助変圧器経由の給電に切り替わる。さらに，非常用母線へ

の給電がない場合には，非常用母線の電圧低下を検知して３台の非常用ディーゼル

発電機が自動起動し，非常用機器に給電する。 

直流電源系は，非常用の直流 115 Ｖの蓄電池４台が設けられている。直流電源系は，

電源の制御として遮断器の開閉の他，非常用ディーゼル発電機の起動等にも用いら

れる。 

 

２．５ アクシデントマネジメント策の概要 

島根３号炉は，前述の安全設計に基づく設備等において十分な安全性が確保されてい

るが，炉心及び格納容器の健全性を維持し，原子炉の停止，炉心の冷却，放射性物質

の閉じ込めといった原子炉施設の基本的な安全機能をさらに向上させるため，ＰＳＡ

結果に基づき，アクシデントマネジメント策の検討を行った。以下に検討したアクシ

デントマネジメント策を記載する（表－１）。 

なお，アクシデントマネジメント策の検討の詳細については，別途「島根原子力発電

所３号炉のアクシデントマネジメント検討報告書」にまとめている。 

 

２．５．１ 原子炉及び格納容器への注水機能に係るアクシデントマネジメント策 

(１)代替注水手段（図－２） 

復水補給水系や消火系を有効活用する観点から，原子炉へ注水できるように配管

を接続し，運転員の判断により代替注水設備を利用することで原子炉への注水機能

を向上させるものである。また，同じ代替注水設備により，ドライウェルスプレイ

管を介したスプレイや下部ドライウェルへの直接注水が行えるよう配管を接続し，
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発生した蒸気のスプレイによる凝縮や下部ドライウェルのデブリ（炉心溶融物）冷

却といった格納容器への注水機能を向上させる。 

 

２．５．２ 格納容器からの除熱機能に係るアクシデントマネジメント策 

(１)ドライウェル冷却系，原子炉冷却材浄化系による代替除熱 

格納容器からの除熱が可能な設備を有効活用して格納容器からの除熱機能を向上

させる。 

(２)残留熱除去系の復旧  

格納容器からの除熱機能が喪失しても事象の進展は遅く時間的余裕が大きいこと

から，この時間を利用して残留熱除去系の故障を復旧し，格納容器からの除熱機能

を向上させる。 

(３)耐圧強化ベント（図－３） 

耐圧性を強化した格納容器ベントラインを設けることによって，格納容器過圧防

止としての減圧操作の適用範囲を広げ，格納容器からの除熱機能を向上させる。 

 

２．５．３ 安全機能のサポート機能に係るアクシデントマネジメント策 

(１)電源の融通（図－４） 

複数基立地のメリットを活かし，原子炉施設間で動力用の高圧交流電源を融通す

ること及び低圧の交流電源を融通して直流電源を容易に復旧できるようにし，非常

用ディーゼル発電機の起動電源や高圧交流電源を融通する際の遮断器の駆動電源等

として用いることで，安全機能のサポート機能を向上させる。 

(２)非常用ディーゼル発電機の復旧  

全交流電源が喪失しても事象の進展は遅く時間的余裕が大きいことから，この時

間を利用して非常用ディーゼル発電機の故障を復旧し，電源供給能力を向上させる。 
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３．確率論的安全評価 

ＰＳＡは，炉心の健全性に関するＰＳＡ（以下「レベル１ＰＳＡ」という。）及び格

納容器の健全性に関するＰＳＡ（以下「レベル２ＰＳＡ」という。）について実施して

おり，これらの評価手法は，社団法人日本原子力学会が発行している確率論的安全評価

に関する実施基準注１に準拠したものである。また，故障率データに関しては，国内の実

績データベースを用いることとし，有限責任中間法人日本原子力技術協会（現，一般社

団法人日本原子力技術協会）にて整備した機器故障率データ注２を使用した。 

（評価手法の詳細については，添付１「レベル１ＰＳＡ評価手法」及び添付２「レベ

ル２ＰＳＡ評価手法」を参照） 

 

３．１ 炉心健全性の維持に関する評価（図－５） 

島根３号炉の炉心健全性の維持に関する安全上の特徴を定量的に把握するため，イベ

ントツリーにおいて，まず，第一に原子炉反応度停止機能の利用可能性，第二に高圧

炉心注水機能の利用可能性並びに原子炉減圧及び低圧炉心注水機能の利用可能性，第

三に格納容器からの除熱機能の利用可能性を確認している。 

この中で第一段階の原子炉反応度停止に失敗するシーケンスがＴＣシーケンスであ

る。 

次に，第二段階の高圧炉心注水に失敗し，かつ原子炉減圧にも失敗するシーケンスが

ＴＱＵＸシーケンスである。また，高圧炉心注水に失敗した後，原子炉減圧には成功

するが，低圧炉心注水に失敗するシーケンスがＴＱＵＶシーケンスである。なお，起

因事象が原子炉冷却材喪失事故の場合において炉心注水に失敗するシーケンスは，別

途原子炉冷却材喪失時の注水失敗シーケンス（ＬＯＣＡ）として評価している。 

そして，第三段階の格納容器からの除熱に失敗するシーケンスがＴＷシーケンスであ

る。 

最後に，これら各機能に必要な電源が喪失するシーケンスがＴＢシーケンスである。 

 

ＰＳＡを実施した結果，アクシデントマネジメント策を整備しない（以下「ＡＭ整備

前」という。）評価では「電源喪失（ＴＢ）」が主要なシーケンスとなっている。こ

の理由として，非常用ディーゼル発電機は３系統あるため信頼度は高いが，共通原因

故障により非常用ディーゼル発電機の起動・継続運転に失敗する状態が考えられるた

                             
注１ ・日本原子力学会標準「原子力発電所の出力運転状態を対象とした確率論的安全評価に関する実施基準 

(レベル１ＰＳＡ編)：２００８」社団法人日本原子力学会（２００９年３月）(AESJ-SC-P008:2008) 

・日本原子力学会標準「原子力発電所の出力運転状態を対象とした確率論的安全評価に関する実施基準 

(レベル２ＰＳＡ編)：２００８」社団法人日本原子力学会（２００９年３月）(AESJ-SC-P009:2008) 

   
注２
 ・「故障件数の不確実さを考慮した国内一般機器故障率の推定」有限責任中間法人日本原子力技術協 

（２００９年５月） 
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めである。これに次いで「残留熱除去失敗（ＴＷ）」，「原子炉冷却材喪失時の注水

失敗（ＬＯＣＡ）」のシーケンスの寄与が比較的大きくなっている。 

アクシデントマネジメント策を整備した（以下「ＡＭ整備後」という。）評価では，

電源の融通のアクシデントマネジメント策により「電源喪失（ＴＢ）」の発生頻度が

大きく低減している。また，耐圧強化ベントのアクシデントマネジメント策により「残

留熱除去失敗（ＴＷ）」の発生頻度も低減しており，この他の原子炉冷却材喪失時の

注水失敗等のシーケンスも整備したアクシデントマネジメント策により発生頻度が低

減している。これらの結果，島根３号炉のプラント運転時における炉心損傷頻度の平

均値は 1.2×10-9／炉年となり，ＩＡＥＡの基本安全原則が示す目標（既設炉に対して

10-4／炉年以下，新設炉に対して 10-5／炉年以下）を十分に下回るものであり，ＡＭ整

備前から約７割低減している。 

 

この結果から，安全設計に基づく設備等において，原子炉の停止，炉心の冷却，放射

性物質の閉じ込めといった原子炉施設の基本的な安全機能は十分高い信頼性が確保さ

れていたが，今回選定したアクシデントマネジメント策を整備することにより，各安

全機能の信頼性のより一層の向上につながっていることが確認された。 

 

３．２ 格納容器健全性の維持に関する評価（図－６） 

シビアアクシデント研究等の知見から，シビアアクシデント環境における格納容器

内で考慮すべき物理現象及び島根３号炉においてこれらの現象を緩和あるいは防止す

るために必要な機能をまとめるとともに，今回の評価結果の詳細を示す。 

(１) 「水蒸気（崩壊熱）による過圧」は，主に注水された水が崩壊熱により蒸発し

て発生する蒸気により圧力がゆっくりと上昇していく現象であり，この他にデブ

リ（炉心溶融物）が冷却できていない場合のコンクリート侵食により発生する非

凝縮性ガスの蓄積によるものが含まれる。この現象は，デブリを確実に冷却し，

崩壊熱を適切に除去することにより防止できる。 

(２) 「水蒸気爆発」は，高温の物質が大量に水中に落下し，何らかの原因で微細化

するような場合に，瞬時にデブリの持つ熱エネルギーが機械的エネルギーに変換

する現象である。ＲＣＣＶを持つ島根３号炉では，通常は下部ドライウェル床に

水が存在せず，また，ほとんどのシーケンスで下部ドライウェルに水が蓄積しな

いことから，この現象が発生する可能性は小さい。 

(３) 「未臨界確保失敗時の過圧」は，大量の蒸気が炉心で発生し，早期に格納容器

の圧力が上昇していく現象である。この現象は，原子炉を停止することにより防

止できる。 

(４) 「貫通部過温」は，デブリから発生する崩壊熱により格納容器内部がゆっくり
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と加熱される現象である。この現象は，デブリに注水することで崩壊熱を主に蒸

発潜熱として吸収し，あるいは格納容器へのスプレイにより雰囲気を冷却するこ

とで防止できる。 

(５) 「格納容器雰囲気直接加熱」は，原子炉圧力容器が高圧状態で破損した場合に

格納容器の雰囲気が直接加熱される現象である。この現象は，原子炉を適切に減

圧することで防止できる。 

(６) 「可燃性ガスの高濃度での燃焼」は，燃料被覆管と水の反応，水の放射線分解

等により，主に水素ガスが発生し，高濃度で着火すると格納容器へ大きな圧力負

荷がかかる現象である。島根３号炉では，安全設計においても多量の可燃性ガス

の発生を考慮して窒素ガスで置換することで格納容器を不活性化するため，酸素

濃度が低く維持され，この現象は考慮する必要がない。 

(７) 「溶融物接触」は，格納容器内でデブリが広がり，格納容器に接触する現象で

ある。ＲＣＣＶを持つ島根３号炉では，下部ドライウェル内からデブリが広がら

ない形状となっているため，この現象は考慮する必要がない。 

(８) 「コア・コンクリート反応継続」は，原子炉圧力容器破損後に，格納容器内に

放出されたデブリが冷却できないと，デブリ・コンクリート相互作用によって，

コンクリート侵食が継続し，ベースマットが溶融貫通して格納容器破損に至る場

合がある。この現象は，デブリを確実に冷却することにより防止できる。 

(９) 「格納容器隔離失敗」は，炉心が損傷した時点で既に格納容器の隔離に失敗し

ている現象である。格納容器からの放射性物質の漏えいを防止できないため，格

納容器の健全性が脅かされるモードとして取り扱う。この現象は，格納容器を確

実に隔離することにより防止できる。 

 

ＰＳＡを実施した結果，ＡＭ 整備前の評価では，「貫通部過温」が主要なモードで

あり，これに次いで「水蒸気（崩壊熱）による過圧」のモードがある。この場合，格

納容器破損頻度は，4.3×10-9／炉年であるが，格納容器破損頻度低減の観点から選定

したＡＭ整備後の評価では，電源融通のアクシデントマネジメント策により「貫通部

過温」の発生頻度が低減し，耐圧強化ベントのアクシデントマネジメント策により「水

蒸気（崩壊熱）による過圧」の発生頻度が低減することにより，1.1×10-10／炉年まで

低減している。 

以上のように，異常事象が発生しても格納容器の健全性が脅かされる可能性は十分

低いことを確認するとともに，今回選定したアクシデントマネジメント策により，各

モードの発生頻度が低減され，特に，「貫通部過温」と「水蒸気（崩壊熱）による過

圧」が低減したことにより，全体として約９割低減することを確認した。 
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以下に，主要なモードについて，アクシデントマネジメント策の効果をまとめる。 

（１）「貫通部過温」 

ＡＭ整備前の評価における本事象の支配的要因は，電源喪失（ＴＢ）シーケンスにお

いて，交流電源が喪失し，ＲＣＩＣにより炉心冷却を実施したが事故後８時間までに

交流電源の復旧に失敗したケースであった。アクシデントマネジメント策として整備

する低圧電源の融通により，交流電源の復旧を行うことで，格納容器へのスプレイが

可能になり，「貫通部過温」を防止することができる。その効果が有効に現れること

によって，本事象の発生頻度は約 1／40 に低減した。また，ＡＭ整備後の本事象の寄

与割合は約 71％である。 

（２）「水蒸気（崩壊熱）による過圧」 

ＡＭ整備前の評価における本事象の支配的要因は，崩壊熱除去（ＴＷ）シーケンスで

あったが，アクシデントマネジメント策として整備する耐圧強化ベントを使用して減

圧することにより格納容器の過圧を防止することが可能であるため，その効果が有効

に現れることによって，本事象の発生頻度は約 1／40 に低減した。また，ＡＭ整備後

の本事象の寄与割合は約 18％である。なお，代替注水を用いた格納容器スプレイの実

施により，格納容器ベントが有効なシーケンスに対して，事象発生から格納容器ベン

トを実施するまでに一日程度の余裕がある。 

 

なお，「格納容器雰囲気直接加熱」はＡＭ整備前の評価において，既にその発生確率

は十分に低いが「貫通部過温」と同様にアクシデントマネジメント策として整備する電

源の融通が有効である。また，「格納容器隔離失敗」他については，ＡＭ整備前の評価

において，既にその発生確率は十分に低い。 
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４．まとめ 

炉心及び格納容器の健全性に関するＰＳＡの結果，炉心及び格納容器の健全性が脅か

される可能性は十分小さいことが示され，また，アクシデントマネジメント策の整備に

より炉心損傷頻度及び格納容器破損頻度をさらに低減できることを確認した。島根３号

炉の安全性は，原子炉の停止，炉心冷却，放射性物質の閉じ込めといった基本的な安全

機能により十分確保され，炉心が大きく損傷するような事態は現実に起こるとは考えら

れない。しかし，原子力発電所の安全性が既に十分高いものとなっているという事実に

安住することなく，その安全性をより一層高めるために不断の努力が有益との観点から，

当社としては自主的にアクシデントマネジメント策を検討し，それが有効であることを

確認したものである。 

今後は，さらなるＰＳＡ技術の成熟に対する努力を継続し，ＰＳＡの有効な活用を図

って行きたいと考える。 
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表－１ アクシデントマネジメント策のまとめ 

 

機 能 
ＰＳＡ結果等を踏まえ選定した 

アクシデントマネジメント策 

原子炉及び格納容器への

注水機能 

○代替注水手段 

・復水補給水系，消火系ポンプによる原子炉及び格納容器へ

の注水手段 

格納容器からの除熱機能 

○格納容器からの除熱手段 

・ドライウェル冷却系，原子炉冷却材浄化系を利用した代替

除熱 

・残留熱除去系の故障機器の復旧 

・耐圧強化ベント 

安全機能のサポート機能 

○電源供給手段 

・電源の融通（隣接プラントからの 6.9ｋＶ及び 460Ｖ融通） 

・非常用ディーゼル発電機の故障機器の復旧 
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図－１ 島根原子力発電所３号炉の設備構成の概要 
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 注 1：   はアクシデントマネジメント策に係る 

    工事範囲を示す。 

 注 2：弁の開閉状態は，通常運転状態を示す。 
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図－２ 代替注水設備（概念図） 
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    範囲を示す。 

 注2：弁の開閉状態は，通常運転状態を示す。 

原子炉 

圧力容器 

上部 

ドライウェル 

サプレッションプール 

原子炉格納容器 

図－３ 耐圧強化ベント設備（概念図） 
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図－４ 電源の融通（概念図） 
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図－５ 炉心の健全性に関するＰＳＡ結果 
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図－６ 格納容器の健全性に関するＰＳＡ結果 
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添付１ レベル１ＰＳＡ評価手法 

レベル１ＰＳＡの評価手法は，社団法人日本原子力学会が発行している確率論的

安全評価の実施基準（日本原子力学会標準「原子力発電所の出力運転状態を対象と

した確率論的安全評価に関する実施基準（レベル１ＰＳＡ編）：２００８」２００

９年３月）に準拠したものである。 

島根３号炉のレベル１ＰＳＡ評価手法では，まず，原子炉を異常な状態にする起

因事象の選定を行い，原子炉を安全に停止するための成功基準を決定し，事象の進

展を考慮してイベントツリーを作成した。イベントツリーの各要素（以下「ヘディ

ング」という。）に対してフォールトツリー等によりシステムをモデル化し，従属

故障及び人間信頼性の解析を行うとともに必要なデータベースを作成した後，事象

シーケンスを定量化して炉心損傷頻度を評価した。 

以下に評価手法の各々について示す。 

（レベル１ＰＳＡの作業フローについては，図１－１「レベル１ＰＳＡの作業フロ

ー」を参照） 

 

１．起因事象の選定と成功基準の設定 

(１)起因事象の選定 

起因事象は，原子炉施設の通常運転を阻害し，工学的安全施設等の作動が必

要となる故障または運転員誤操作に起因する外乱として定義される。本ＰＳＡ

の対象としている通常運転中の起因事象は，過渡変化とＬＯＣＡ事象で考える

ことができる。 

過渡変化については，外部電源の有無，復水・給水系の使用可能性等を勘案

し，種々の事象を同一のイベントツリーで扱えるかどうかという観点から分類

を行った。 

また，これらの過渡変化に比べて原子炉に与える影響は緩やかであるが，外

乱に発展する可能性が潜在している事象として，手動停止と電源系などのサポ

ート系の故障に起因する事象が考えられる。このため，評価ではこれらの事象

についても起因事象として考慮した。ここで，サポート系の故障に起因する事

象については，島根３号炉の構成及び特性を考慮し，島根３号炉への影響が大

きい事象を選定した。また，ＬＯＣＡ事象については，成功基準の観点から大，

中，小ＬＯＣＡに分類した。（表１－１「起因事象の分類と発生頻度」を参照） 

(２)成功基準の設定 

成功基準とは，原子炉施設が異常な状態となった際に，原子炉施設を安全に

停止するために必要な安全機能，あるいは安全機能の組合せをいう。原子炉施
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設の安全停止に関わる安全機能は下記の３機能である。（表１－２「成功基準

のまとめ」を参照） 

・原子炉反応度停止 

・炉心冷却（炉水位の維持） 

・格納容器からの除熱 

本評価では，本原子炉施設の構成・特性や，先行ＰＳＡ，あるいは安全解析

等に基づき，それぞれの安全機能に対し，最低限必要な系統構成・作動機器台

数を成功基準として設定した。 

これらの決定にあたっては，必要に応じて許認可コード等を用いた解析を実

施した。解析結果に対する判断基準は，現行の安全評価と同程度の保守性を有

している。例えば，燃料被覆管温度に関しては 1200℃以下を１つのめやすとし

て成功基準を設定した。（燃料被覆管温度 1200℃以下は，「軽水型動力炉の非

常用炉心冷却系の性能評価指針」の基準の一部である） 

 

２．イベントツリーの作成 

イベントツリーは，各起因事象が発生した時に，原子炉の安全を確保するため

必要な安全機能の成功または失敗の組合せによって事象の進展を表わす評価手

法である。イベントツリーの作成においては，各起因事象に対する島根３号炉の

応答を設置許可解析，設計データ等を基に検討した。（図１－２「イベントツリ

ー解析の流れ」を参照） 

イベントツリーの構造には，小イベントツリー／大フォールトツリーの手法を

用い，系統従属性や機器間従属性を適切に考慮して，島根３号炉の構成・特性に

対応したヘディングとツリーの構築を行った。（図１－３「プラント運転時のイ

ベントツリーの例」を参照） 

 

３．システムのモデル化 

イベントツリーの定量化には，各ヘディングに対して，対象となるシステムの

信頼性解析を行いシステムレベルの非信頼度を得るため，フォールトツリー手法

によりシステムのモデル化を行った。 

(１)フォールトツリーの作成 

フォールトツリーは最新の設計図書等を使用し，成功基準を基に，頂上事象

を明確にして系統の機能喪失に至る原因を展開することによって作成した｡フ

ォールトツリー解析の対象となる系統設備は，大きく分けて次の２つのシステ

ムである｡ 
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・フロントラインシステム（非常用炉心冷却系等） 

・サポートシステム（非常用所内電源設備，原子炉補機冷却水系等） 

また，フォールトツリーの作成においては，次のアンアベイラビリティーの

構成要素を考慮した。 

・機器故障及び機能回復 

・試験及び保守 

・従属故障 

・人的過誤 

これらの構成要素については，３．（２）「機器の故障及びその復旧」に機

器故障及び機能回復について，３．（３）「試験及び保守時の待機除外」に試

験及び保守について，４．「従属故障の解析」に従属故障について，５．「人

間信頼性解析」に人的過誤について記す。 

(２)機器の故障及びその復旧 

フォールトツリー解析において，主要な機器故障として待機中の機器の起動

失敗や不動作と，起動後の運転継続失敗を考慮した。 

a. 起動失敗・不動作 

系統待機中の故障率が，時間当りの故障率λで与えられている機器の系統

起動要求時の故障確率ｑには，下記の式を用いた。 

 

ここで，Ｔ Sは機器の健全性の確認が行われる周期であり，サーベイラン

ス試験を行なっている機器では，機器のサーベイランス試験周期を用いた。 

b. 運転継続失敗 

系統起動後も引き続き機能が必要な機器については，時間当りの運転継続

失敗確率λ’を考慮して，運転継続失敗確率ｑ’として，下記の式を用いた。 

ｑ’＝λ’×Ｔ M 

ここでＴ Mは使命時間であり，原則として 24 時間を使用した。 

c. 復旧 

一方，運転員によるバックアップ操作や，故障の復旧が期待できる場合に

は，これらによる機能回復を考慮した。機器の復旧については，平均修復時

間τを考慮して，復旧失敗確率Ｐ Rとして下記の式を用いた。 

Ｐ R＝ｅｘｐ（－Ｔ／τ） 

ここでＴは機能回復に利用できる余裕時間である。 

また，外部電源についても復旧が期待できるため，国内実績による復旧確

２
STq
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率を考慮した。 

(３)試験及び保守時の待機除外 

フォールトツリー解析においては，サーベイランス試験及び試験・点検等で

発見された故障機器の保守によるアンアベイラビリティーを考慮した。ただし，

試験時でも作動要求があった場合，自動的に待機除外が解除されるような設備

の場合はこれを含めて考慮した。 

保守による系統のアンアベイラビリティーｑ m ｕには，下記の式を用いた。 

ｉ
ｍｕｉｍｕｉｍｕ Ｔ　＝　　q  

 ただし， 

λmui：サーベイランス試験等によって異常の発見可能な機器ｉの異常発

生頻度 

Ｔ mui：機器ｉの平均修復時間 

 この他，試験・保守時に閉じた弁の開け忘れ等の人的過誤についても考慮

した。この失敗については，５．「人間信頼性解析」に示す手法を用いた。 

 

４．従属故障の解析 

システム信頼性評価で考慮すべき従属故障は，系統間の従属性と，機器間の従

属性である。これら従属性については，イベントツリーの定量化の過程で考慮し

た。 

また，機器間の従属性には，ある共通の原因によって複数機器に影響を与える

が，システムモデルにおいて明示的に示すことが困難である共通原因故障が考え

られる。共通原因故障の適用範囲は，設計，製造過程，使用環境並びに運用管理

等における類似性によって決定されるものである。しかしながら共通原因故障の

発生原因は潜在的なものであり，実際には，この類似性を明確にすることは困難

である。本評価では，独立した系統間には設計・運用上の分離が明確になってい

ることも考慮し，βファクター法を用いて次の範囲に共通原因故障を適用した。 

a. 同一系統内の冗長機器 

同一系統内の冗長機器については共通原因故障を適用した。具体的には，ほ

う酸水注入系，原子炉補機冷却海水系等の弁，ポンプなどが該当する。 

b. 独立した系統間の冗長機器 

独立した系統間の冗長機器については，機能喪失した場合に影響する範囲が

極めて広い安全保護系，非常用電源設備及び非常用炉心冷却設備（補機冷却系，

関連する空調設備を含む）の主要機器として，次のものについて，共通原因故

障を適用した。 
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・安全保護系    ：検出器，信号伝送系構成機器 

・非常用電源設備  ：非常用ディーゼル発電機，蓄電池 

・非常用炉心冷却設備：高圧炉心注水系及び残留熱除去系のポンプ，ファン

及び弁 

・補機冷却設備   ：原子炉補機冷却水系及び海水系のポンプ，弁 

 

５．人間信頼性解析 

人間信頼性解析は，以下のように分類し，ヒューマンエラーハンドブック（Ｎ

ＵＲＥＧ＊1／ＣＲ－１２７８）のＴＨＥＲＰ手法＊2により失敗確率を算定した。

ここでは操作のための時間余裕等を考慮しており，アクシデントマネジメント策

の操作失敗についても同じ手法を用いて算出した。 

a. 事象発生前の人的過誤 

試験・保守時において，作業終了後，その系統あるいは機器の状態を正しい

状態に復帰させる際の復旧失敗を考慮した。具体的には弁の開け忘れや閉め忘

れ等が考えられ，これらの人的過誤について考慮した。 

b. 事象発生後の人的過誤 

事象発生後，運転員に対して要求される手動操作や，運転員が対応可能なバ

ックアップ操作について，その操作失敗を考慮した。これらの操作は，運転手

順書等で確立するものである。 

 

６．データベースの作成 

島根３号炉のＰＳＡを実施するためのデータベースは，起因事象の発生頻度，

機器故障率等データ，共通原因故障データ及び人的過誤確率データを設定した。 

(１)起因事象の発生頻度 

各起因事象の発生頻度は，次のように算定した（表１－１「起因事象の分類

と発生頻度」を参照）。 

a. 過渡変化の発生頻度 

国内ＢＷＲの運転実績に基づいて算定した。運転実績には平成１９年度

（平成２０年３月）までのデータを用いた。また，発生経験のない逃がし

安全（Ｓ／Ｒ）弁誤開放については，保守的に０．５回の発生を仮定した。 

                             

＊1 ＮＵＲＥＧ：米国原子力規制委員会の公式報告書 

＊2 ＴＨＥＲＰ手法：Technique for Human Error Rate Prediction（原子力発電所のＰＳＡへの適用を目

的として開発された人間信頼性解析の手法） 
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b. ＬＯＣＡの発生頻度 

ＬＯＣＡの発生頻度は，これまで日米ともに発生経験がなく，かつ，原

子炉冷却材圧力バウンダリの設計及び運転管理において日米で大きな差

異がないため，ＮＵＲＥＧ－１８２９及びＮＵＲＥＧ／ＣＲ－５７５０の

データに基づき算定した。 

c. 通常停止と従属性を有する起因事象の発生頻度 

通常停止の発生頻度は過渡変化の発生頻度と同様，平成１９年度（平成

２０年３月）までの国内ＢＷＲの運転実績に基づき算出した。従属性を有

する起因事象としてサポート系の故障により安全機能が影響を受ける事

象の発生頻度については，国内実績として，サポート系の各系統設備の機

能喪失事例は発生していないため，発生頻度の算出には保守的に０．５回

の発生を仮定した。 

(２)機器故障率等データ 

機器故障率等データには，故障率データ，修復時間データ及び待機除外デー

タがある。故障率データに関しては，国内の実績データベースを用いることと

し，有限責任中間法人日本原子力技術協会（現，一般社団法人日本原子力技術

協会）にて整備した機器故障率データ（「故障件数の不確実さを考慮した国内

一般機器故障率の推定」（２００９年５月））を使用した。また，修復時間デ

ータに関しては，平成６年３月のアクシデントマネジメント検討時に国内プラ

ントを対象として実施したＰＳＡで採用したデータを使用した。（表１－３「故

障率データベースの例」，表１－４「修復時間，復旧特性データの例」を参照）。 

(３)共通原因故障データ 

共通原因故障の評価に用いたβファクター値は，米国ＬＥＲ＊3に基づく分析

結果等のデータソースを基に，そのデータの適用性を検討の上，妥当と考えら

れるデータを使用した（表１－５「βファクター値の例」を参照）。 

(４)人的過誤確率データ 

人的過誤の評価は，ヒューマンエラーハンドブック（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－１

２７８）のＴＨＥＲＰ手法を用いた。従って，この評価に用いるデータもＮＵ

ＲＥＧ／ＣＲ－１２７８の値を用いた（表１－６「人的過誤確率のデータの

例」を参照）。 

 

 

                             

＊3 ＬＥＲ：異常事象報告書 
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７．イベントツリーの定量化 

選定された起因事象ごとに作成したイベントツリーに基づき，起因事象の発生

頻度とイベントツリーの分岐にフォールトツリーを結合することにより，各事象

シーケンスを定量化した。また，メンテナンス頻度と時間を保安規定に基づき維

持基準を検討の上，系統間の従属性を考慮したイベントツリーの定量化を行った

（表１－７「システム信頼性評価結果の例」を参照）。 

定量化されたシーケンスを主として喪失した安全機能に着目することにより，

以下の６つのカテゴリーに分類・集計し，炉心損傷頻度を求めた。 

ａ. 過渡変化時の高圧注水系による注水及び減圧失敗（ＴＱＵＸ） 

ｂ. 崩壊熱除去失敗（ＴＷ） 

ｃ. 電源喪失（ＴＢ） 

ｄ. 過渡変化時の高圧・低圧注水系による注水失敗（ＴＱＵＶ） 

ｅ. 未臨界確保失敗（ＴＣ） 

ｆ. 原子炉冷却材喪失時の注水失敗（ＬＯＣＡ） 

 

イベントツリーの定量化により求めた炉心損傷頻度は，機器故障率データの不

確かさが伴う。不確かさ解析の結果により，５％及び９５％信頼限界値を用いて

以下のようにエラーファクター（ＥＦ）を算出した。 

 

下限値
上限値

5%
%95EF  
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図１－１ プラント運転時のレベル１ＰＳＡの作業フロー 

プラント構成・特性 

の調査 

緩和機能達成に必要な設備の 

数・組合せ・使命時間など 

起因事象の選定と発生頻度の 

評価 

炉心損傷に至る可能性のある 

起因事象，起因事象発生頻度など 

成功基準の設定 

設計，運転管理情報など 

イベントツリー，ヘディング， 

事故シーケンスなど 事故シーケンスの分析 

フォールトツリー， 

アンアベイラビリティーなど システム信頼性解析 

人間信頼性解析 人的過誤確率など 

パラメータの作成 機器故障率，待機除外確率など 

炉心損傷頻度，主要な事故シーケ

ンス，機器・操作等の重要度など 事故シーケンスの定量化 

フィードバック 

整合性確認 
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表１－１ 起因事象の分類と発生頻度 

（単位：回／炉年） 

起 因 事 象 発生頻度 備   考 

 

過渡変化 

・非隔離事象＊１ 

・隔離事象＊2 

・全給水喪失 

・水位低下事象＊3 

・安全保護系（ＲＰＳ）誤動作等 

・外部電源喪失 

・逃がし安全（Ｓ／Ｒ）弁誤開放 

 

 

 

 

0.12 

0.019 

0.0074 

0.019 

0.036 

0.0044 

0.00074 

 

 

 

１）国内ＢＷＲ実績データ 

（平成２０年３月末時点） 

 

 

 

 

 

２）Ｓ／Ｒ弁誤開放は発生経験がな

いため０．５回の発生を仮定 

 

手動停止 

・通常停止 

 

・従属性を有する起因事象 

・交流電源故障 

・直流電源故障 

・原子炉補機冷却系故障 

・タービン・サポート系故障 

 

 

1.2 

 

 

1.1×10-4 

2.1×10-4 

5.3×10-4 

5.3×10-4 

 

 

 

 

１）電源喪失は１系統の喪失とし，

発生実績がないため０．５回の

発生を仮定 

 

 

原子炉冷却材喪失（ＬＯＣＡ） 

・大ＬＯＣＡ 

・中ＬＯＣＡ 

・小ＬＯＣＡ 

 

 

 

2.0×10-5 

2.0×10-4 

3.0×10-4 

 

１）ＮＵＲＥＧ－１８２９及びＮＵ

ＲＥＧ／ＣＲ－５７５０のデー

タに基づきＬＯＣＡの発生頻度

を算出。 

 

＊１：発電機負荷遮断などによりタービンがトリップする事象 

＊２：主蒸気隔離弁（ＭＳＩＶ）閉信号などによりＭＳＩＶが閉鎖する事象 

＊３：給水制御系の故障などによりタービンからの給水流量が減少し，原子炉水位が

低下する事象 
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表１－２ 成功基準のまとめ 

 

起因事象 原子炉未臨界 炉 心 冷 却 格納容器熱除去 

大ＬＯＣＡ 
・スクラム系 

・ＲＰＴ＋ＡＲＩ 

・１／２ ＨＰＣＦ 

・１／３ ＬＰＦＬ 

・１／３ ＲＨＲ 

・代替冷却 

(格納容器ベント
＋補給水) 

中ＬＯＣＡ 
・スクラム系 

・ＲＰＴ＋ＡＲＩ 

・１／２ ＨＰＣＦ 

・ＡＤＳ＋１／３ ＬＰＦＬ 

・１／３ ＲＨＲ 

・代替冷却 

(格納容器ベント
＋補給水) 

小ＬＯＣＡ 
・スクラム系 

・ＲＰＴ＋ＡＲＩ 

・１／２ ＨＰＣＦ 

・ＲＣＩＣ 

・ＡＤＳ＋１／３ ＬＰＦＬ 

・１／３ ＲＨＲ 

・代替冷却 

(格納容器ベント
＋補給水) 

 

Ｓ／Ｒ弁 

正常作動時 

・スクラム系 

・ＲＰＴ＋ＡＲＩ 

・給水系 

・１／２ ＨＰＣＦ 

・ＲＣＩＣ 

・ＡＤＳ(手動)＋ 

１／３ ＬＰＦＬ 

・ＡＤＳ(手動)＋復水ポンプ 

・通常除熱系 

・１／３ ＲＨＲ 

・代替冷却 

(格納容器ベント
＋補給水) 

 

Ｓ／Ｒ弁 

開固着時 

・スクラム系 

・ＲＰＴ＋ＡＲＩ 

・給水系 

・１／２ ＨＰＣＦ 

・ＲＣＩＣ＋ 

１／３ ＬＰＦＬ 

・ＡＤＳ(手動)＋ 

１／３ ＬＰＦＬ 

・ＡＤＳ(手動)＋復水ポンプ 

・ＲＣＩＣ＋復水ポンプ 

・１／３ ＲＨＲ 

・代替冷却 

(格納容器ベント
＋補給水) 

 スクラム 

失敗時 
・ＲＰＴ＋ＳＬＣ ・１／２ ＨＰＣＦ ・１／３ ＲＨＲ 

１／２：２系統の内の１系統を意味する。 

１／３：３系統の内の１系統を意味する。 

 

略 語 

ＬＯＣＡ：原子炉冷却材喪失事故  ＨＰＣＦ：高圧炉心注水系 

Ｓ／Ｒ弁：逃がし安全弁   ＲＣＩＣ：原子炉隔離時冷却系 

ＲＰＴ ：再循環ポンプトリップ系 ＬＰＦＬ：低圧注水系 

ＡＲＩ ：代替制御棒挿入系  ＡＤＳ ：自動減圧系 

ＳＬＣ ：ほう酸注入系   ＲＨＲ ：残留熱除去系 

 

過

渡

変

化

・

手

動

停

止
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ヘ デ ィ ン グ の 選 定 

起因事象から炉心損傷に至るまでの 

系統や機器の故障 

 

 

 

 

 

分 岐 の 決 定 

事象の進展に応じて個々のヘディングにおける 

分岐の有無を決定する。 

 

 

 

 

 

成 功 基 準 の 設 定 

個々のヘディングに対して，設計情報等をもとに 

成功基準を設定する。 

 

 

 

 

 

分 岐 確 率 の 設 定 

実績データ又はフォールトツリー解析の結果等に 

基づき分岐確率値を設定する。 

 

 

図１－２ イベントツリー解析の流れ 
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図１－３ プラント運転時のイベントツリーの例 

非隔離
事象

原子炉
スクラム

Ｓ／Ｒ弁
開

Ｓ／Ｒ弁
閉

給水系
高圧炉心
冷却系

原子炉
減圧

低圧炉心
冷却系

代替注水 ＰＣＳ ＲＨＲ
除熱系
復旧

代替
冷却系

ＴＴ Ｃ Ｍ Ｐ Ｑ Ｕ Ｘ Ｖ ＶＤ ＷＰ ＷＲ ＷＲＲ ＷＤ

26 ＴＷ

30 ＴＷ
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16 ＴＷ

ＴＷ

－

1
2

3

4

5

7

8
9

6

15
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31
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34
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29

24
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36

37

－
－

－

－

－

－

－

18

－

ＴＷ

－

－

－

－

ＴＱＵＶ

ＴＱＵＸ

－

－

－

－

ＴＷ

－

－

－

－

ＴＱＵＶ

ＴＱＵＸ

－

－

－

－

－

ＴＷ

大ＬＯＣＡへ

シーケンス
No.

シーケンス
グループ 備　考

38 － ＡＴＷＳへ
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表１－３ 故障率データベースの例 

 

故障率データ a 
機 械 故障モード 

平均値(/h) ＥＦ 

電動ポンプ 

（非常用/純水） 

起動失敗 

継続運転失敗 

1.3×10-7/h 

1.1×10-6/h 

17 

12 

タービン駆動 

ポンプ 

起動失敗 

継続運転失敗 

4.1×10-6/h 

2.9×10-6/h 

47 

4 

電動弁（純水） 

作動失敗 

誤開／誤閉 

閉塞 

4.8×10-8/h 

2.5×10-9/h 

9.7×10-9/h 

60 

9 

16 

空気作動弁 

作動失敗 

誤開／誤閉 

閉塞 

1.1×10-7/h 

2.7×10-8/h 

1.0×10-8/h 

6 

37 

22 

油圧作動弁 

作動失敗 

誤開／誤閉 

閉塞 

4.5×10-7/h 

1.1×10-7/h 

2.2×10-8/h 

17 

18 

10 

逆止弁 
開失敗 

内部リーク 

7.1×10-9/h 

7.1×10-9/h 

17 

17 

ディーゼル 

発電機 

起動失敗 

運転継続失敗 

4.3×10-6/h 

9.5×10-5/h 

7 

2 

a. ＥＦ：エラーファクター。故障率データの不確実さを表す指標である。 
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表１－４ 修復時間，復旧特性データの例 

 

機  器 
修復時間，復旧特性

データ 
出  典 備  考 

ポンプ 
平均修復時間 

19時間 

ＷＡＳＨ－

１４００ 

Ｒ Ｈ Ｒ な ど 安 全 系

に対する値 

弁 
平均修復時間 

7時間 

ＷＡＳＨ－

１４００ 
同 上 

非常用ディーゼル 

発電機 

平均修復時間 

20時間 
国内実績 

1979年 6月から 

1986年 3月までの 

データに基づく 

外部電源 

復旧特性 

復旧失敗確率 

0.11 

（0.5時間の場合） 

国内実績 

1962年度から 1987 

年度までのデータ 

に基づく 
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表１－５ βファクター値の例 

 

機器タイプ βファクター値 主要な機器 備 考 

ポンプ 0.039 

・ＨＰＣＦポンプ 

・ＲＨＲポンプ 

・ＲＣＷポンプ 

・ＲＳＷポンプ 

・ＳＬＣポンプ 

ＮＵＲＥＧ／ 

ＣＲ－１２０５ 

Ｒｅｖ．１ 

弁 類 0.13 

・ＨＰＣＦ電動弁及び 

逆止弁 

・ＲＨＲ電動弁及び 

逆止弁 

・ＲＣＷ電動弁及び 

逆止弁 

・ＲＳＷ電動弁及び 

逆止弁 

・ＳＬＣ電動弁及び 

逆止弁 

ＮＵＲＥＧ／ 

ＣＲ－１３６３ 

Ｒｅｖ．１ 

非常用ディーゼル 

発電機 
0.0208 

・非常用ディーゼル 

発電機 

ＮＵＲＥＧ－ 

１１５０ 

蓄電池 0.008 ・蓄電池 
ＮＵＲＥＧ－ 

１１５０ 

電動弁及び逆止弁は，作動失敗（開又は閉失敗）の機器を示す。 

 

 

略 語 

ＨＰＣＦ：高圧炉心注水系  ＲＨＲ ：残留熱除去系 

ＲＣＷ ：原子炉補機冷却水系  ＲＳＷ ：原子炉補機冷却海水系 

ＳＬＣ ：ほう酸注入系    
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表１－６ 人的過誤確率のデータの例 

 

人的過誤確率 

エラーモード 
メディアン エラーファクター 

１．ＴＲＣ＊からえられるＨＥＰ＊＊の値 

(a) 事象に応答しない（２０分） 

(b) 事象に応答しない（３０分） 

 

10-2 

10-3 

 

10 

10 

 

２．個別操作に対するＨＥＰの値 

(a) ラベルで区別される操作盤の 

スイッチ操作 

(b) 機能的に分離された操作盤の 

スイッチ操作 

 

3×10-3 

 

1×10-3 

 

3 

 

3 

 

３．ストレスファクター 

（高ストレス時） 

 

5 － 

（ＮＵＲＥＧ／ＣＲ－１２７８に基づく） 

 * ：Time Reliability Correlation 

 **：Human Error Probability 
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表１－７ システム信頼性評価結果の例 

 

機 能 非信頼度 備 考 

スクラム機能 1.9×10-6 スクラム系の信頼性評価結果 

高圧炉心冷却機能 

・中ＬＯＣＡ時 

・小ＬＯＣＡ時 

・ＡＴＷＳ*時 

・過渡変化時 

 

3.5×10-5 

1.0×10-5 

3.1×10-5 

1.3×10-5 

 

1.5×10-2 

 

ＬＯＣＡ時のＨＰＣＦのみの非信頼度 

ＬＯＣＡ時のＨＰＣＦ，ＲＣＩＣのみの非信頼度 

ＡＴＷＳ時のＨＰＣＦのみの非信頼度 

過渡変化／手動停止時のＨＰＣＦ，ＲＣＩＣの非

信頼度 

過渡変化／手動停止時の給水系の非信頼度 

原子炉減圧機能 

・ＬＯＣＡ時 

・過渡変化時 

 

4.2×10-8 

2.0×10-3 

 

ＡＤＳの自動起動及び手動起動の非信頼度 

ＡＤＳの手動起動の非信頼度 

低圧炉心冷却機能 

・ＬＯＣＡ時 

・外部電源喪失時 

・過渡変化時 

 

1.9×10-5 

1.9×10-5 

1.1×10-7 

 

ＬＯＣＡ時の低圧炉心冷却系の非信頼度 

外部電源喪失時の低圧炉心冷却系の非信頼度 

低圧炉心冷却系の非信頼度に復水ポンプのクレジ

ットを考慮 

崩壊熱除去機能 5.7×10-6 

 

3.2×10-4 

1.0×10-1 

ＲＨＲネットワークの非信頼度 

（ＬＰＦＬモードからの切替え時） 

主蒸気・給水・復水系（ＰＣＳ）の非信頼度 

代替冷却の非信頼度 

非常用電源 

・非常用ディーゼル発電機 

 

5.9×10-3 

 

非常用ディーゼル発電機の非信頼度 

（一区分当たり） 

ＳＬＣ 1.4×10-1 ＳＬＣの非信頼度 

*過渡変化時のスクラム失敗事象 
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添付２ レベル２ＰＳＡ評価手法 

レベル２ＰＳＡの評価手法は，社団法人日本原子力学会が発行している確率論的

安全評価の実施基準（日本原子力学会標準「原子力発電所の出力運転状態を対象と

した確率論的安全評価に関する実施基準（レベル２ＰＳＡ編）：２００８」２００

９年３月）に準拠したものである。 

レベル２ＰＳＡの評価手法では，まず，レベル１ＰＳＡの結果からイベントツリ

ーで定義される事象シーケンス及びその発生頻度をうけ，島根３号炉の事象シーケ

ンスのグループ化を行うとともにプラント損傷状態を定義した。次に，事象の防

止・緩和手段を検討し，格納容器イベントツリーのヘディングを選定するとともに

格納容器の健全性が脅かされるモードを検討し，イベントツリーを展開した。最後

に，事象進展の類似性等を考慮して選定した事象シーケンスに沿って原子炉圧力容

器内及び格納容器内での事象進展等の評価を行い，イベントツリーを定量化した。 

以下に評価手法の各々について示す。 

（レベル２ＰＳＡの作業フローについては，図２－１「レベル２ＰＳＡの作業フロ

ー」を参照） 

 

１． 事象シーケンスのグループ化とプラント損傷状態の定義 

(１) 事象シーケンスのグループ化 

レベル２ＰＳＡで使用するプラント損傷状態は，レベル１ＰＳＡで得られた

炉心の健全性を脅かす事象シーケンスを，炉心の状態，格納容器内事象進展，

事象の防止・緩和手段の作動・不作動等を考慮してグループ化し，格納容器イ

ベントツリーの初期状態に設定した。 

(２) プラント損傷状態の定義 

島根３号炉の炉心の健全性が脅かされる事象シーケンスは，主として喪失し

た安全機能に着目することにより，以下の６つのカテゴリーに分類した。 

ａ. 過渡変化時の高圧注水系による注水及び減圧失敗（ＴＱＵＸ） 

ｂ. 崩壊熱除去失敗（ＴＷ） 

ｃ. 電源喪失（ＴＢ） 

ｄ. 過渡変化時の高圧・低圧注水系による注水失敗（ＴＱＵＶ） 

ｅ. 未臨界確保失敗（ＴＣ） 

ｆ. 原子炉冷却材喪失時の注水失敗（ＬＯＣＡ） 

 

２． 格納容器イベントツリーの作成 

炉心の状態や格納容器内の事象進展あるいは事象の防止・緩和手段の有無等
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を考慮して分類された事象シーケンスグループ毎に，事象進展に影響を与えるヘ

ディングを選定し，これを格納容器内で発生すると考えられる順に時系列的に配

列し，また，格納容器の健全性を脅かすモードを検討するとともに，格納容器イ

ベントツリーの最終端に格納容器の健全性を脅かすモードを割り付けることで，

格納容器イベントツリーを展開した。（図２－２「格納容器イベントツリーの例」

を参照） 

(１) 事象の防止・緩和手段の検討 

格納容器の健全性が脅かされる事象の防止・緩和手段を考慮する場合には，

その防止・緩和手段に用いられる設備や運転手順を調査して，対象とする手段

が有効となるタイミングや操作の時間余裕等を検討した。 

(２) 格納容器イベントツリーのヘディングの選定 

格納容器イベントツリーのヘディングを選定する際には，格納容器の健全性

が脅かされるモードの検討および事象の防止・緩和手段の検討結果に基づい

て選定した。一般的に，格納容器イベントツリーのヘディングとして考慮され

るもののうち，島根３号炉に関連するものは下記に示すように，物理現象に関

するヘディング及び事象の防止・緩和手段に関するヘディングの２種類に分

けて選定した。 

ａ. 物理現象に関するヘディング 

・水蒸気爆発の有無 

・格納容器雰囲気直接加熱の有無 

・デブリ冷却の可能性 

ｂ. 事象の防止・緩和手段に関するヘディング 

・格納容器の隔離 

・電源系の回復 

・原子炉減圧装置の作動 

・原子炉圧力容器内注水設備の作動 

・格納容器スプレイの作動 

・格納容器除熱手段の作動 

・格納容器内注水設備の作動 

 (３) 格納容器の健全性が脅かされるモードの検討 

格納容器イベントツリーの最終端に割り付けられる格納容器の健全性が脅

かされるモードを，格納容器内事象進展挙動に基づき検討した。島根３号炉に

おいて想定される格納容器の健全性が脅かされるモードとしては，以下のもの

を考慮した。 
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・水蒸気（崩壊熱）による過圧 

・水蒸気爆発（原子炉圧力容器内又は格納容器内） 

・未臨界確保失敗時の過圧 

・貫通部過温 

・格納容器雰囲気直接加熱／溶融物接触 

・コア・コンクリート反応継続 

 

３． 事象進展評価 

事象進展評価では，事象シーケンスグループ毎で利用可能な事象の防止・緩和

手段を考慮し，事象進展過程における原子炉圧力容器内及び格納容器内での物理

現象等を解析することにより，格納容器イベントツリーを定量化するための参考

として，重要な事象の発生の有無とタイミングを評価した。これらの評価にあた

っては，炉心・原子炉圧力容器・格納容器の特徴，起因事象や事象を防止・緩和

する安全機能の状態，及び運転員操作等を考慮し，事象進展過程において炉心が

冷却可能な状態で終息するまで，あるいは格納容器の健全性が脅かされるまでの

現象を解析した。事象進展評価の対象シーケンスを選定する際には，事象シーケ

ンスグループをさらにその類似性等を考慮してまとめ，発生頻度の低いものは除

いた。 

 

４． 格納容器イベントツリーの定量化 

グループ化された事象シーケンス毎に作成した格納容器イベントツリーに基

づき，事象シーケンスグループの発生頻度とヘディングの分岐確率により，各格

納容器イベントツリーを定量化した。 

物理現象に関するヘディングについては，事象進展評価によって得られた，重

要な事象の発生の有無やタイミングを考察するとともに，これまでに実施された

シビアアクシデント研究の知見から工学的な判断を加えて分岐確率を決定した

（表２－１「格納容器イベントツリー分岐確率の例」を参照）。事象の防止・緩

和手段に関するヘディングについては，有効となるタイミングや操作時間余裕等

からレベル１ＰＳＡと同様の考え方で機器の故障や機能の回復を考慮して分岐

確率を決定した。 

定量化された格納容器イベントツリーをその最終端に割り付けた格納容器の

健全性が脅かされるモード別（２．（３）「格納容器の健全性が脅かされるモー

ドの検討」を参照）の寄与割合を評価した。 
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レベル１ＰＳＡ 

 

 

 

レベル２ＰＳＡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ レベル２ＰＳＡの作業フロー 

事象シーケンスの定量化 

事象シーケンスのグループ化と 

プラント損傷状態の定義 

格納容器イベントツリーの作成 

格納容器イベントツリーの定量化 

 

事象進展評価 
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T1/T2 T3A
PCV注水 長期冷却 PCVベント

後続事象 ECCS 代替注水系

スプレイ スプレイ

PCV内で事故収束

PCVベント

PCV過圧破損

PCV内で事故収束

PCVベント

PCV過圧破損

PCV内で事故収束

PCVベント

PCV過圧破損

備　考

図２－２ 格納容器イベントツリーの例（その１） 

T1 T2
格納容器 RPV減圧 低圧ECCS 炉外FCI DCH PCV
隔離 によるPCV によるPCV 破損モード

破損 破損 直接接触

RPV健全PCV加圧シーケンス (T3A)

RPV破損シーケンス (T3B)

PCV破損 (炉外FCI)

RPV破損シーケンス (T3B)

PCV破損 (直接接触)

PCV破損 (DCH)

PCV破損 (炉外FCI)

格納容器隔離失敗

プラント
損傷状態
TQUX

備　考
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図２－２ 格納容器イベントツリーの例（その２） 

T1/T2 T3B
PCV 注水 PCV注水時 PCV

後続事象 低圧ECCS 代替注水系 水蒸気 破損モード

LDW UDW LDW UDW 爆発無
PCV
過温破損

PCV内で事故収束

PCVベント

PCV過圧破損

PCV破損 (MCCI継続)

PCV過温破損

PCV破損
(PCV内水蒸気爆発)
PCV内で事故収束

PCVベント

PCV過圧破損

PCV破損 (MCCI継続)

PCV過温破損

PCV破損
(PCV内水蒸気爆発)

PCV過温破損

PCV破損 (MCCI継続)

PCV過温破損

PCV破損
(PCV内水蒸気爆発)
PCV内で事故収束

PCVベント

PCV過圧破損

PCV破損 (MCCI継続)

PCV過温破損

PCV破損
(PCV内水蒸気爆発)
PCV内で事故収束

PCVベント

PCV過圧破損

PCV破損 (MCCI継続)

PCV過温破損

PCV破損
(PCV内水蒸気爆発)
PCV内で事故収束

PCVベント

PCV過圧破損

PCV破損 (MCCI継続)

PCV過温破損

PCV破損
(PCV内水蒸気爆発)

PCV過温破損

PCV破損 (MCCI継続)

PCV過温破損

PCV破損
(PCV内水蒸気爆発)
PCV内で事故収束

PCVベント

PCV過圧破損

PCV破損 (MCCI継続)

PCV過温破損

PCV破損
(PCV内水蒸気爆発)

PCV過温破損

備　考
長期冷却 PCVベントデブリ

冷却



 

 

表２－１ 格納容器イベントツリーにおける現象の分岐確率（現象の発生確率） 
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現  象 内  容 発生条件 分岐確率 

ＲＰＶ高圧破損時 2.8×10－4 

格納容器雰囲気

直接加熱 

格納容器直接加熱（ＤＣＨ）は，圧力容器が

高圧状態で破損に至った場合に，圧力容器破

損口からペデスタルに噴出した炉心溶融物

が，高速のガス流により巻き上げられ，微粒

子化して格納容器空間に移行する現象であ

り，溶融物の保有熱や溶融物の金属成分と水

蒸気との金属－水反応による発熱により，格

納容器雰囲気が直接加熱されることによっ

て急速な圧力上昇が生じる。 

ＲＰＶ高圧破損時 

（ＰＣＶ雰囲気に水蒸気が

多い状態） 

1.0×10－2 

ＲＰＶ外 

水蒸気爆発 

炉内での溶融燃料－冷却材相互作用（ＦＣ

Ｉ） の発生によるＲＰＶ 上部ヘッドの浮き

上がりに伴うＰＣＶ 破損については，ＢＷ

Ｒ 体系では，下部プレナム内の冷却水は飽

和状態であるとともに多数のＣＲＤ構造物

が存在するため，トリガリングが制約される

という観点で，爆発的な炉内ＦＣI は発生し

ないと考えられる。一方，炉外ＦＣＩは，溶

融炉心が原子炉圧力容器破損口から放出さ

れた際に，高温の溶融炉心が原子炉圧力容器

下部の格納容器内に溜まっていた冷却材

（水）中に落下することにより，あるいは，

高温の溶融炉心が落下・堆積した上に注水

されることにより，激しい水蒸気生成あるい

は水蒸気爆発が生じる現象である。なお，水

蒸気爆発とは，蒸発速度が大きく蒸気圧力の

増加速度が周囲の液体中での圧力緩和速度

より大きい場合に起きる爆発的な反応であ

る。 

デブリへの注水時 4.8×10－5 

ＬＯＣＡ時以外 7.3×10－3 

デブリ冷却失敗 

溶融炉心（デブリ）が十分に冷却されない

と，高温の溶融炉心からの熱の移行により，

床や側壁のコンクリートが熱せられて熱分

解し，さらには溶融侵食される。コンクリー

ト侵食が継続すると，ベースマットを溶融貫

通して放射性物質の地中放出が起きる可能

性がある。 

ＬＯＣＡ時 3.6×10－3 
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